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約50年前に半導体レーザやCMOSトランジスタ，MOS－

ICが誕生した。その後の半世紀の間に半導体デバイスを

中心とするエレクトロニクス技術と産業は我が国で顕著な

発展を遂げた。メモリ用集積回路，各種超高周波半導体デ

バイス，光通信・光ディスク用半導体レーザ，撮像デバイ

ス，発光・表示デバイスなどで世界をリードする技術が開

発された。光学技術や電子・イオンビーム技術などを活用

した製造技術と装置も含めて，総合的基盤技術構築がなさ

れ発展を重ねてきた。その成果の上に成り立つエレクトロ

ニクス産業は自動車産業とともに日本の科学技術立国を支

えてきた。その原動力として産業界の継続的努力だけでな

く行政や学界・教育における努力があったことは言うまで

もない。しかしこの数年はグローバル化の波に伴い，経済

情勢変化や災害の影響もあり景気低迷が続き，殊にこの１

年は多くの産業だけでなく社会と経済及び教育にまで影を

落としている。

このような技術の成熟，グローバル化，新興国発展やパ

ラダイムシフトによって生じる困難を打開し，産業技術の

将来を切りひらくために，様々な取組みがなされている。

技術戦略・ロードマップ策定，新重点分野設定，産学官連

携推進，新分野技術開発促進などで，多くの制度が整備さ

れて公的資金投入による事業が推進されている。未来開拓

のため新基軸を加えたイノベーション創出が求められ，企

業単独の基礎研究は困難になっているので，学際的な産学

官連携は今後ますます重要性を増すと思われる。中長期的

産業振興と国家的技術力強化の観点から，調和のとれた効

率的な推進がなされ，エレクトロニクスがエネルギー，環

境，医学・生物，農学，量子情報等の広範な分野にさらに

融合・応用され結実発展することを期待したい。

次に産学官連携や高度人材育成，特にエレクトロニクス

分野の人材育成の観点から大学教育を眺めてみたい。多く

の大学で大学院重点化が完了し，大学改革が推進されてい

る。この中で大学院進学率は上昇し，大学院入試簡素化な

どによって大学院生の大学間流動性は高まった。共同研究

講座・協働研究所などの制度が整備され，産学官連携担当

者など支援体制の充実が図られてきた。グローバル化に対

応し国際・学際的連携ができる人材や，俯瞰（ふかん）力と

独創力を備えたリーダを育成するため，競争的資金による

後期課程学生に対する教育プログラムが実施されて，手厚

い支援もなされるようになった。社会人入学，早期修了，

インターンシップ推奨などの工夫もなされている。競争原

理と評価制度が強化され多くの効果が得られている一方で，

資金獲得と実績作りで教員も大学院生も多忙となり，定員

充足率確保と学位質保証の両立が容易でないなどの問題も

生じている。

大学教育の現場で日頃痛切に感じている問題は，学生の

学力低下と専門分野への興味の希薄化である。得点主義，

暗記主義，知識情報使い捨て，ブラックボックス化などの

傾向が高まり，物理的理解や論理的思考の重要さと楽しさ

に対する認識が弱まっていると心配を募らせている。知識

集積型技術分野では深刻な問題と懸念され，専門教育に対

する試練の時期になったと思われる。学問と技術に王道は

ない。研究者にとって基礎知識の重要さは言うまでもない。

電磁理論，回路理論，量子力学，電子物性，電子回路など

の専門基礎の重要性は現在も変わらない。創造的な知的生

産を行う能力を養うには，確固とした専門基礎知識を修得

した上で視野を広げる必要がある。技術と関連分野を俯瞰

できる人材の必要性は高まったが，従来型の専門知識の重

要性が減少したのではない。大学教育は情報再生的な知識

注入でなく，理解力・思考力・応用力を涵養（かんよう）す

るものでなければならない。我々教員は，学術の発展に対

応して基礎分野では教育内容を洗練し，新分野では体系化

を進める必要がある。時代に合った教科書や効率的な教授

法・指導法の整備など課題は多い。

これからの国際社会での共栄的科学技術立国を続ける上

で最も重要なことは技術人材の優秀さである。大学が今後

も次世代人材育成の使命を果たし，産学官の実質的・効果

的な連携が進み，研究者・技術者に明るい将来展望が広が

ることを切望する。今後10年でエレクトロニクスにどのよ

うな新展開が得られるか楽しみにしたい。経済的繁栄だけ

を目的とするものでなく文化的で持続可能な豊かさに向か

うものであってほしい。
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高周波・光デバイスの現状と展望
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長年の経験で培った三菱電機の高周波・光デバイスは，高速大容量情報通信システムのみならず各種通信装置や家庭電器製品など広い分野で
社会を支えている。

三菱電機の高周波・光デバイスが支える社会

＊高周波光デバイス製作所長（工博）

巻頭論文

要　旨

近年普及が著しいスマートフォンやタブレットなどの高

機能携帯端末を支えるため，LTE（Long Term Evolution）

などの大容量通信方式への対応に加え，旧来の方式も含め

た各種通信方式にフレキシブルに対応するための多機能か

つ低消費電力，コンパクトな高周波デバイスの開発と市場

導入が進んでいる。また，インターネットを経由した動画

配信のニーズが高まるにつれて世界各地域で光通信技術を

用いたアクセスネットワークの普及が進み，これを支える

小型かつ低消費電力な光デバイスの開発が進む一方，今後

の更なる通信容量増加の需要に応えるための次世代

10Gbpsシステム用光デバイスを用いた実証試験が進んで

いる。

これらを束ねる通信インフラシステムの無線系では，従

来は衛星通信用を中心として進行波管が使われていた高出

力領域でもGaN（窒化ガリウム）デバイスの導入が進みつつ

あり，単なる広帯域化にとどまらず，装置の小型化と保守

性を改善している。さらに，通信ネットワーク全体のバッ

クボーンとなるメトロネットワークやコアネットワークで

も，様々な光デバイスによって広帯域性のみならずシステ

ムの導入及び運用費用を抑制するために装置全体の小型化

と低消費電力化も考慮された100Gbps高速光伝送技術が確

立されつつある。

また，情報通信以外の分野では，携帯端末の機能拡張の

ためのGPS（Global Positioning System）信号受信用低雑音

増幅器や演色性に優れた画像表示装置用高出力赤色レーザ

ダイオードの商用化が進んでいる。

Status and Outlook of High Frequency & Optical Devices
Akihiro Shima
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1．ま え が き

近年のスマートフォンやタブレットなど高機能携帯端末

の普及に伴って携帯端末を経由した通信トラフィックの高

まりが著しい。また，インターネットを経由した高品質な

動画を配信するニーズは年々高まっており，これに応える

ために世界規模で光を用いたアクセスシステムが普及しつ

つある。これら携帯端末，光アクセスシステム，携帯端末

と通信する基地局や通信システム全体を支えるインフラシ

ステムでは，無線，有線どちらの通信方式でも単に広帯域

性に優れるのみならず，導入及び運用コストの観点から装

置の小型化と低消費電力化も求められており，その実現の

ために伝送する無線又は光信号を直接変換する高周波・光

デバイスへの期待が高まっている。

本稿では，携帯端末，インフラ無線通信，光アクセス，

インフラ光通信の４分野における市場動向とこれを支える

高周波・光デバイスの技術動向について述べる。また，将

来の展開が期待される情報通信分野以外への動きについて

も述べる。

2．無線通信用デバイス

2. 1 携帯端末用デバイス

2. 1. 1 市 場 動 向

近年，普及が著しいスマートフォンやタブレットなどの

高機能携帯端末ではLTEなどの広帯域な伝送方式への対

応が求められると同時に，既存のサービスを継続してサポ

ートするために旧来のGSM（Global System for Mobile

Communications）や３G（3rd Generation）方式への対応も

必要となる。

図１はGSMと３Gに対応するマルチバンド端末における

バンド数の比率の推移であり，世界の各地域で快適に回線

を確保するために，先に述べた複数の通信方式に加えてよ

り多くのバンドへの対応が求められていることが分かる。

旧来の１帯域だけにしか対応できない増幅器ではバンド数

分の台数の増幅器が必要となりコンパクトな端末に実装す

ることが困難なため，マルチバンドにも対応できる増幅器

が強く求められている。

また，スマートフォンの高機能を支えるプロセッサの消

費電力が大きく，限られたバッテリー容量の中で長時間使

用するためには周辺デバイスの消費電力を極限まで節約す

ることも求められ，比較的大電力を消費する送信用高周波

デバイスについては効率の向上も必要となる。

2. 1. 2 技 術 動 向

図２にマルチバンド増幅器のサイズのトレンドを示す。

2011年には，GSM４バンドに加えて，シングルバンドの

３G増幅器４台で４バンドをカバーするために底面積が

64mm2と大きかったが，年々集積化が進んでおり，MMMB

（Multi Mode Multi Band）増幅器の進歩によって2014年に

は約半分の35mm2まで小型化されると予想されている。

一方，広帯域，小型化技術に加えて消費電力の低減につ

いても強く要求されることから，増幅器の高効率化も進み

つつある。この分野では，回路を構成する個々のトランジ

スタの高効率化もさることながら，例えば，出力レベルに

よって回路構成を切り換えるモード切り換え機能が導入さ

れるなど今後はシステムの運用状況を加味して実効消費電

力を下げる工夫が次々に取り入れられていく。

2. 2 インフラ無線通信用デバイス

2. 2. 1 市 場 動 向

先に述べた高機能携帯端末やWLAN（Wireless Local

Area Network）に対応する基地局や衛星通信等のインフ

ラ無線通信装置でも，増え続ける通信帯域への対応が求め

られている。また，近年の環境意識の高まりや運用コスト

削減の要求から，常時電力を消費しているインフラ無線通

信装置はその低消費電力化も課題となっている。

これらの動きを受けて無線通信装置の高出力増幅器に用

いられる高周波デバイスには，より高効率で広帯域なデバ

イスが求められており，デバイスの交代が進みつつある。

図３に各種高周波デバイスの適用領域を示す。出力電力

の最も大きい部分は進行波管，次いでSiC（炭化珪素）デバ

イス，LDMOS（Laterally Diffused Metal Oxide Semicon-

ductor），GaAs（ガリウム砒素）デバイスが周波数に応じて

用いられてきたが，近年GaN（窒化ガリウム）デバイスの適

用領域が広がりつつある。GaNデバイスはGaAsデバイス

より出力電力で優れるために少ない合成数で高い出力が得

られる。少ない合成損失によって高い効率が得られること
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図１．マルチバンド端末のバンド数比率推移
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と，少ない合成数による少ない寄生容量のために広帯域な

性能が得られることから，高周波デバイスに求められる高

効率，広帯域な特性を同時に満足できることがGaNデバイ

ス普及の大きな背景である。また，GaNデバイスは進行波

管との比較で，信頼性や小型軽量化で勝るため，進行波管

からの置換えも進みつつある。

2. 2. 2 技 術 動 向

GaNデバイスはGaAsデバイスやSi（シリコン）デバイス

に比べて，バンドギャップが大きいために絶縁破壊電界が

１桁以上高くなる。このため，動作電圧を高くすることが

可能となって，大きな電力密度を得ることができる特長が

ある。また，飽和電子移動度がSiの2.5倍，GaAsの1.2倍と

なることからマイクロ波帯での高周波動作に適している。

GaNデバイスではGaNの物性面での利点に加えて，図４秬

に示すようなHEMT（High Electron Mobility Transistor）

構造を採用することによって，高電流が得られるため，高

い電力密度が得られる。当社はさらに，図４秡に示す構造

を用いることによって高周波デバイスに求められる高効率，

広帯域な特性を得ている。すなわち，イオン注入によってコ

ンタクト形成による寄生抵抗を低減し，デバイスの効率と出

力電力向上を図っている。加えて，CAT－CVD（CATalytic

Chemical Vapor Deposition：触媒化学気相成長法）による

表面保護膜形成によって低損傷な膜を形成し，表面近傍の

トラップを抑制することによって，コラプスとよばれる電流

低減現象を軽減してデバイスのパルス特性を改善し，マイク

ロ波動作時の効率を向上させている。

また，デバイスの構造設計にシミュレーション技術を駆

使することによってデバイス構造の最適化を行っており，

例えば，低寄生容量による広帯域特性を得ている。また，

高い信頼性を確保できる素子設計によって，高効率と広帯

域な特性に加えて宇宙環境でも耐えられる高い信頼性も確

保している。

図５に当社のGaNデバイス開発の歩みを示す。GaNの高

電力密度を生かした高出力デバイスの開発からスタートし

て，2005年のC帯（４～８GHz）140Wの発表を皮切りにL帯

（１～２GHz），S帯（２～４GHz），X帯（８～12.4GHz）各バ

ンドでの高出力化を進めてきた。現在ではトランジスタの

ゲート構造の微細化と，合成損失を低減する回路技術に支

えられてKu帯（12.4～18GHz）で出力100Wを達成した。

デバイスの高効率化についてはC帯を中心に2007年の

38％から50％，60％と効率改善を進めてきており，現在は

C帯100W出力デバイスで68％と世界最高レベルの高効率

を達成している（1）。ここでは，トランジスタのセル間のば

らつきをなくす整合回路技術に加えて，セルごとにGaNチ

ップ上に共振回路を形成することによってセル間の高調波

整合のばらつきを解消し，従来方式に比べて5％の効率向

上を図ることができた。

また，広帯域性に優れる素子を活用した広帯域デバイス

の開発も進めておりC帯で比帯域15％のものから始まりC－X

帯で比帯域120％のものまで広帯域増幅器を開発している。

このように，当社はGaNの高出力，高効率，広帯域な特

長を生かした製品開発を様々な周波数帯で進めており，信

頼性を確保したうえで世界最高レベルの性能を実現してい

る。今後，より高い周波数領域でのGaNデバイスの高出力

化に取り組む。

3．光通信用デバイス

3. 1 市 場 動 向

図６に示すように，光通信システムは，主に一般家庭な

どのエンドユーザーを接続する伝送距離がおおむね20km

以内のアクセスネットワークと，都市内及び都市間の局舎

間をいくつものリング状につなげる距離数十～数百kmの

4（98） 三菱電機技報・Vol.87・No.2・2013

巻頭論文

図３．各種高周波デバイスの適用領域
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メトロネットワーク及びハブとなる大都市間や大陸間の数

百～8,000kmにも及ぶ長距離を結ぶコアネットワークから

なる光インフラネットワークに大別できる。これらに加えて

近年は，先に述べた高機能携帯端末と通信する移動体基地局

間を接続するモバイルバックホールや動画等，大規模データ

を収容するデータセンター内で多量の情報を効率良く伝送す

るための高速ネットワークについての需要も高まっている。

盧 光アクセスネットワーク

アクセスネットワークは，当初は既存銅線を用いた

xDSL（Digital Subscriber Line）から導入が始まったが，

動画配信などに対応するための高速化要求が高まるにつれ

て，家庭にまで直接光ファイバを接続するFTTx（Fiber

To The x（Home，Building，etc.））の形で光アクセス方式

が広がりつつある。

図７は2012年初時点の世界のFTTx加入者分布を示すも

ので，その合計は推定8,300万加入を超えている。世界で

最も早く本格導入された我が国ではIEEE（Institute of

Electrical and Electronics Engineers）によって規格化され

た，比較的低コストに導入できるGE－PON（Gigabit Eth-

ernet－Passive Optical Network：下り最高速度１Gbps：

Giga bit per second）方式が採用され，依然高い普及率を

維持している。一方，遅れて展開された北米や欧州では主

にITU－T（International Telecommunication Union

Telecommunication Standardization Sector）によって規格

化されたG－PON（Gigabit Passive Optical Network：下り

最高速度2.5Gbps）方式が敷設されつつある。他方，近年最

大の伸びを示し加入者数でも世界一になった中国では当初

実績のあるGE－PON方式が導入されたが，最近は関連デ

バイスの低コスト化が進んだG－PON方式の伸びが著しく，

現状は，両規格が世界及び中国内を二分している。

どちらの方式も分岐後の各家庭当たりの下り実効伝送速

度は１Mbps程度であり，今後のトラフィック増大需要に

応えるため，分岐数が多く，かつ，普及余地の多い中国で

は，2014年頃の10Gbpsへのシステムアップグレードに向

けて実証実験が行われている。

盪 光インフラネットワーク

先に述べた高機能携帯端末の普及や動画配信への需要増

加によって，これらの通信トラフィックを束ねるメトロネッ

トワーク及びコアネットワークでは現在主流の10Gbpsや

40Gbpsを超えた100Gbps方式の実用化が進みつつある。

短中距離のメトロネットワークでは，前後の電気回路と光

デバイスのコストや実用性の観点から波長の異なる

25Gbpsの信号を４つ束ねて100Gbpsとする波長多重方式

が国際標準規格として採用されている。一方，長距離伝送

対応のコアネットワークでは，光信号をオン／オフする旧

来の直接変調方式では100Gbpsを長距離に伝送することが

難しいため，波長多重や偏波（偏光）多重によるチャネル当

たりの伝送速度緩和，４値などの位相変調による受信感度

の改善等の手法を各伝送区間の特質に従って組み合わせる

ことが広く行われている。

3. 2 技 術 動 向

情報通信の普及に伴い，通信量の増加に比べて期待され

るサービス事業収入の増加は緩やかとなる。したがって，

事業を継続的に発展させるためには，高速化と同時に低コ

スト化が求められる。これに対応するために，サービスを

提供する事業者は高密度実装ができる小型かつ低消費電力

な装置を採用することによって，導入及び運用コストの削

減を図る傾向が強くなってきた。これらの要求をかなえる

ため，光デバイスには高速化に加え，省電力化と小型・集

積化，の３点が求められる。

高速化については，当社は低容量な電流閉じ込め構造を

持つLDや周辺回路とLDを組み合わせた総合的な高周波特

性を改善する整合回路を内蔵したモジュール構造の採用に

よって低コストかつ広帯域な光デバイスの開発を行ってきた。

省電力化については，従来メトロネットワークやコアネッ

トワークで広く用いられ今後は10Gbpsアクセスネットワ

ークにも導入される変調器集積レーザ（Electro－absorp-

tion Modulated Laser：EML）の冷却電力を減らすことが

鍵となる。さらに，メトロ系で求められる100Gbps用デバ

イスでは４つの波長の異なる素子を用いるため，単純に冷

却のための消費電力を４倍としないよう，従来以上に省電

力化が求められる。このため，高い動作温度でも良好な伝

5（99）高周波・光デバイスの現状と展望・島
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図６．光通信システム
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図７．世界各地域のFTTx加入者数（2012年）
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送特性を持つEMLや冷却機能を必要としない直接変調方

式の半導体レーザ（LD）等の新たなデバイスが必要となる。

特に使用環境温度すべてにわたって25Gbpsでの良好な伝

送特性を実現する直接変調LD（2）は高密度に装置が実装さ

れる大規模データセンター内での高速リンク実現のために

も重要なデバイスとして近年注目を浴びている。これらの

デバイスの省電力化の動きは放熱実装の容易さや後述の高

密度実装実現の観点からも重要である。この要求に応える

ため，当社は材料と構造の最適化によって高温でも高周波

特性に優れた直接変調LD及びEMLを開発した。

小型・集積化について当社は，アクセスネットワーク用

としては新たに開発した小型の光学系によるコンパクトな

アクセス系用光デバイスを，また，コアネットワーク用と

しては光源と同じ材料系であり，かつ，従来用いられてい

たLN（ニオブ酸リチウム）デバイスよりも低い駆動電圧で

動作するInP（インジウム燐）による変調器を開発し波長可

変光源とモノリシックに集積したデバイスを開発した。

今後はこれら高速化，省電力化，小型・集積化に加えて，

生産性や安価な部材の採用などによる一層の低コスト化の

ための技術開発を進める所存である。

4．新規用途への展開

4. 1 高周波デバイス

近年のスマートフォンやタブレット，車載ナビゲーショ

ンシステムではGPS衛星からの電波を受信して現在位置を

割り出すことが一般的であるが，ここでは衛星からの微弱

な電波を低雑音で増幅することが必要である。当社では市

場で定評のある低雑音HEMTの技術を発展させて小型

LNA（Low Noise Amplifier）を開発している。一般的な低

雑音HEMTでは，負電圧電源が必要となるが，エンハン

スメントモード低雑音HEMTの開発によって，雑音指数

0.75dBの低雑音でありながら単一電源動作を可能にしてい

る。また，このLNAでは，小型リードレスパッケージに

整合回路とトランジスタを内蔵することが鍵となるが，小

型回路設計技術によって1.45×1.0×0.5（mm）の小型パッケ

ージを実現している。

一方，大容量通信可能な周波数帯として注目されているミ

リ波帯における技術進歩として，発振器技術がある。動画や

大容量データの通信には，通信帯域の制限があるため帯域を

広くとれるミリ波帯通信が検討されているが，ミリ波帯で低

位相雑音な発振器を実現することが求められている。当社は

サブハーモニック注入同期発振回路を開発し，広帯域かつ低

位相雑音な発振器をGaAsMMIC（Monolithic Microwave

Integrated Circuit）で実現している。

4. 2 光デバイス

4. 1節では主に光通信に用いられる波長1.3～1.5µmの光

デバイスについて述べたが，近年，映像の分野でLDがそ

の純色性や高い効率によって従来の蛍光管やLED（Light

Emitting Diode）を用いた方法では及ばない高画質と装置

の小型・薄型化を実現する光源として注目を浴びている。こ

の分野でも当社は長年培った赤色LDの技術をベースにバッ

クライト用光源の量産化を完了した。今後は，レーザの高い

指向性と長寿命が適するシネマ用プロジェクタを始めとする

高輝度プロジェクタなどへの展開を図る。赤色LDをバック

ライトとして用いたテレビの構成を図８に示す。

一方，光源のみならず光を検出する受光素子は，その高

感度性を活用して各種センサや動体検出や分析等に用途が

広がっている。特に最近では車載の衝突防止センサや料金

所ゲートでの車センサなど，安全に資する技術として期待

されている。

5．む　す　び

近年のスマートフォンやタブレットなど高機能携帯端末

の普及やインターネットを経由した動画配信の需要の高ま

りを背景として携帯端末，インフラ無線通信，光アクセス，

インフラ光通信の４分野で情報通信ネットワークのトラフィ

ックが増大しつつある。これらに対応するため，高速化と

いった基本要求のみならず，システムの普及を容易とする

ために装置の小型化と低消費電力化にも貢献する高周波・

光デバイスの現状と展望について述べた。

また，これら情報通信分野にとどまらず，当社は，長年

培った化合物半導体に関する経験を生かして今後も社会の

発展に貢献していく所存である。

参 考 文 献

盧 Yamasaki，T.，et al.：A 68% Efficiency，C－Band

100W GaN Power Amplifier for Space Applications，

2010 IEEE MTT－S Int. Microwave Symp. Dig.

（MTT），TH3D－1（2010）

盪 Sakaino，G.，et al.：25.8Gbps Direct Modulation

AlGaInAs DFB Lasers with Ru－doped InP Buried

Heterostructure for 70℃ operation，2012 Optical Fiber

Communication Conference（OFC），OTh3F_3（2012）

6（100） 三菱電機技報・Vol.87・No.2・2013

巻頭論文

図８．赤色LDをバックライトとして用いたテレビの構成
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要　旨

グローバルポジショニングシステム（Global Positioning

System：GPS）は，米国の衛星を利用した位置情報を測位

するシステムであり，近年，ナビゲーション機器の普及が

進み，GPS機能を標準搭載したスマートフォン市場も急速

に拡大している。GPS衛星からの微弱な信号を受信し位置

情報を測位するため，受信用の増幅器には，低雑音性と高

利得性が要求される。また，スマートフォンなどの携帯端

末に搭載されることから，単一電源動作，低消費電力，小

型，低コスト，高集積化が要求されている。

三菱電機は，これらの要求に対応するために，エンハン

スメントモードの低雑音性に優れたGaAs HEMT（砒化

（ひか）ガリウムHigh Electron Mobility Transistor）プロセ

スを開発・採用した。また，入力端子部と出力端子部の

DCカットコンデンサを集積化することによって，外部に

必要な部品点数は，入力側の整合用インダクタと電源

（VDD）端子のデカップリング用キャパシタの２つとし，さ

らに，静電気（ElectroStatic Discharge：ESD）保護回路を

含む整合回路を構成，回路レイアウトの最適化によって，

パッケージサイズ1.0×1.45×0.5（mm）の小型化と，雑音指

数0.75dBの低雑音化を達成した。今回開発したGPS用低雑

音増幅器“MGF7301”は，利得19dB，動作電流５mAの高

利得，低電流を実現し，外部からの制御電圧によるスタン

バイモードへの切り換え機能を備えた，６ピンリードレス

プラスチックパッケージ型の低雑音増幅器である。

L

VENABLE

Bias
Circuit

ESD

RF
出力

VDD

GND

GND ：Ground
RF ：Radio Frequency

C

VDD

RF
入力

GND

ESD
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Circuit
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開発したGPS用低雑音増幅器の製品外形と回路図を示す。今回開発したMGF7301は，衛星からのGPS信号受信用低雑音増幅器として，入
力端子部と出力端子部のDCカットコンデンサ，及び出力側の整合回路を集積し，小型で低雑音特性を実現した。

GPS用低雑音増幅器の製品外形と回路構成

＊三菱電機㈱ 高周波光デバイス製作所　＊＊メルコアドバンストデバイス㈱

Low Noise Amplifier for GPS
Yoshihiro Tsukahara, Takahiro Nakamoto, Masayasu Itoh

GPS用低雑音増幅器
塚原良洋＊

中本隆博＊

伊藤正康＊＊
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1．ま え が き

グローバルポジショニングシステム（GPS）は，米国の衛

星を利用した位置情報を測位するシステムの名称である。

衛星を利用した測位システムには，例えば，ロシアの衛星

測位システム（Global Navigation Satellite System：GLONASS），

欧州連合（EU）によるガリレオ，さらに，日本で計画中の

準天頂衛星システム等があり，これらを総称して，全世界

的航法衛星システム（Global Navigation Satellite System：

GNSS）と一般に定義されている。

近年，ナビゲーション機器の普及が進み，GPS機能を標

準搭載したスマートフォン市場も急速に拡大している。

GPS衛星からの微弱な信号を受信し位置情報を測位するた

め，受信用の増幅器には，低雑音性と高利得性が要求され

る。また，スマートフォンなどの携帯端末機にも搭載され

ることから，単一電源動作，低消費電力，小型，低コスト，

高集積化が要求されている。

当社では，これらの要求に対応するために，エンハンス

メントモードの低雑音性に優れたGaAs HEMTプロセスを

開発・採用した。また，入力端子部と出力端子部のDC

カットコンデンサを集積化し，出力側は50Ωに整合するこ

とによって，外部に必要な部品点数を，入力側の整合用イ

ンダクタと電源（VDD）端子のデカップリング用キャパシタ

の２つとしたことで，システム全体での小型化，低コスト

化に貢献した。さらに，静電気保護回路を含む整合回路を

構成し，回路レイアウトの最適化によって，パッケージサ

イズ1.0×1.45×0.5（mm）の小型化と，雑音指数0.75dBの低

雑音化を達成した。

今回開発したGPS用低雑音増幅器“MGF7301”は，利得

19dB，動作電流5mAの高利得，低電流を実現し，外部か

らの制御電圧印加によるスタンバイ機能を備えた，６ピン

リードレスプラスチックパッケージ型の低雑音増幅器である。

2．低雑音増幅器の構成

図１に開発した低雑音増幅器の構成を示す。入力端子部

と出力端子部のDCカットコンデンサを集積化し，動作電

流は制御電圧（VENABLE）をOFF（０V）にすることでスタンバ

イモードへの移行が可能である。次に設計に際して配慮し

た項目について述べる。

2. 1 エンハンスメントモードHEMT

単一電源動作に対応するため，エンハンスメントモード

のGaAs HEMTを開発した。図２に今回開発したHEMT

のドレイン電圧（Vd）＝３V時のVg－Id特性を示す。飽和ド

レイン電流（Imax）は300mA/mm，しきい値電圧（Vth）は0.3V

である。

2. 2 HEMTサイズと整合回路の最適化

衛星からの微弱な信号を受信するため，増幅器には低雑

音性と高利得性が要求される。このためHEMTの微細化

によって低雑音化を，カスコード接続型によって高利得化

を図った。図３に増幅器部の等価回路を示す。HEMTサ

イズについては，低い動作電流で十分な利得を満足しつつ，

低雑音指数を得るための最適化を行った。整合回路につい

ては，雑音整合のためのHEMTのソース電極部，及び出

8（102） 三菱電機技報・Vol.87・No.2・2013
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図１．低雑音増幅器の構成
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力側整合回路にスパイラルインダクタ（1）を用いた。さらに，

スパイラルインダクタの微細化によるチップサイズの小型

化を実施した。衛星測位システム未使用時の携帯端末の消

費電力低減のため，外部からの制御電圧（VENABLE）によっ

てスタンバイモードへ移行できるバイアス回路を内蔵した。

さらに，入力部と出力部のDCカットコンデンサをチップ

内に内蔵し，外部の回路部品を入力整合用インダクタと電

源端子のデカップリング用キャパシタの２つとしたことで，

システム全体での小型化，及び低コスト化に貢献した。

3．低雑音増幅器の基本特性

図４に開発した低雑音増幅器“MGF7301”の外観を示す。

パッケージ構造として，一度に複数の成型が可能で，量産

性と信頼性に優れたトランスファーモールド構造を採用し

た。６ピンリードレスパッケージの外形サイズは，1.0×

1.45×0.5（mm）と小型化を達成した。表１にその基本特性

を示す。

図５，図６にそれぞれ電源電圧（VDD）2.7V時と1.8V時の

雑音指数（Noise Figure：NF）と動作利得（Gain）の周波数

特性の評価結果を示す。入力側の整合用インダクタ値は

12nHである。GPSの周波数帯域である1.575GHz帯で，そ

れぞれ電源電圧2.7V時にはNF＝0.75dB，Gain＝19dB，

1.8V時には，NF＝0.75dB，Gain＝18.5dBが得られた。

また，GLONASSの周波数帯域である1.602GHz帯でも，

電源電圧2.7V時の特性は，NF＝0.7dB，Gain＝19dB，

1.8V時はNF＝0.75dB，Gain＝18.5dBの特性が得られた。

図７，図８にそれぞれ電源電圧2 . 7V時と1 . 8V時の

1.575GHz帯における入出力特性の評価結果を示す。電源電

圧2.7V時の１dB利得抑圧時入力電力Pi（P1dB）は－15dBm，

1.8V時のPi（P1dB）は－17dBmである。
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型名 MGF7301

周波数 1.559～1.610GHz

推奨条件
VDD 2.7V 1.8V

VENABLE ＞1.2V ＞1.2V

雑音指数 NF 0.75dB 0.75dB

利得 Gain 19.0dB 18.5dB

動作電流 IDD 5mA 4.5mA

スタンバイモード時
VENABLE ＜0.35V ＜0.35V

IDD（最大値） 10uA 10uA
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図５．雑音指数の周波数特性

図４．低雑音増幅器の外観

表１．増幅器の基本特性
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GPSは衛星からの微弱な信号を受信し位置情報を測位す

るため，データ通信機能を持つパーソナル機器やスマート

フォンなどに搭載される場合には，ワイヤレスLANなど

のデータ通信信号の影響を受けやすく，位置情報を測位す

る機能を低下させる場合がある。図９，図10にそれぞれ，

電源電圧2.7V時と1.8V時について，データ通信時の信号周

波数を想定したf1＝1.713GHz，f2＝1.851GHz入力時の

1.575GHz（＝2f1－f2）における，３次相互変調ひずみ特性の

評価結果を示す。VDD＝2.7V時の３次入力インターセプト

ポイントIIP3は－5dBm，VDD＝1.8V時のIIP3は－7dBmが

得られた。

4．む　す　び

エンハンスメントモードの低雑音性に優れたGaAs

HEMTプロセスを開発・採用し，内蔵したバイアス回路

によるスタンバイ機能を備え，入力端子と出力端子部の

DCカットコンデンサを集積化し，出力側は50Ωに整合す

ることによって外部に必要な部品点数を２つに削減した，

パッケージサイズ1.0×1.45×0.5（mm），雑音指数0.75dBの

GPS用低雑音増幅器“MGF7301”を開発した。この低雑音

増幅器は，GPSシステムの小型化，低コスト化に有効である。

参 考 文 献

盧 Shin Chaki，et al.：Experimental Study on Spiral

Inductors，1995 IEEE MTT-S Internal Microwave

Symposium Digest，2，753～756（1995）
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11（105）

要　旨

近年，スマートフォンに代表される携帯電話端末の高性

能化に伴い，従来の音声データだけでなくインターネット

環境を通じた動・画像データを含めた大容量のデータをよ

り高速に通信することが要求されている。各通信事業者は

LTE（Long Term Evolution）を一例とした新世代の各種高

速通信方式を採用し，商用サービスの提供を開始している。

日本国内では1.5GHz帯（Band11／21）の周波数帯が携帯

端末用として割り当てられ，この帯域における携帯端末用

増幅器を要求されている。また，この携帯端末の機能向上

に伴うLTEなどの各種変調信号への対応，回路規模の増

大に伴う端末の大型化を抑制するための増幅器の小型化，

RF－IC（Radio Frequency Integrated Circuit）の高機能化

に伴う消費電力の増加を抑制するための増幅器の高利得化

及び増幅器自身の低消費電力化等が強く要求されている。

三菱電機では，これらの要求に応えるための携帯端末用

電力増幅器“BA012K7”を開発した。隣接チャネル漏洩（ろ

うえい）電力比－38dBc（R99変調信号±5MHz離調）で，出

力電力29dBm，電力利得30dB，電力付加効率42％を達成

し，また受信帯域雑音特性－136dBm/Hz以下（28.5dBm出

力時）を満足している。

このモジュールのサイズは３×３×１（mm）であり，従

来端末側に搭載されていた出力電力検知用のカプラを内蔵

し端末装置の小型化のニーズに応えている。

本稿では，今回開発したW－CDMA（Wideband Code

Division Multiple Access）（Band11／21）携帯端末用電力

増幅器について述べる。
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・日本国内向けBand11／21（1.5GHz帯），LTE変調信号に対応した電力増幅器BA012K7を開発
・電力増幅器に内蔵されるスイッチを切り替え，3つの出力電力の出力動作モードで動作
・高出力動作モードにおいて高利得（Typ.30dB），低受信帯雑音特性（－136dBm/Hz）を実現

開発した1.5GHz帯（Band11／21）W－CDMA電力増幅器“BA012K7”の回路ブロック図を示す。低・中出力電力時でも高効率動作を実
現するため，増幅用トランジスタのアイドル電流，回路内部のスイッチを出力動作モードによって切り換える方式を採用した。特に1.5GHz帯
では携帯電話用途に割り当てられた受信帯域と送信帯域との周波数間隔が狭く，高出力時の高利得と低い受信帯域雑音特性を両立させることは
技術的に難しい。

開発した電力増幅器の回路ブロック図

＊高周波光デバイス製作所

Power Amplifier Module for W－CDMA（Band11/21）Mobile Applications
Kazuhiro Iyomasa, Takayuki Matsuzuka, Norifumi Morioka, Tasku Sumino

W－CDMA（Band11／21）携帯端末用
電力増幅器

弥政和宏＊ 角野　翼＊

松塚隆之＊

森岡範文＊
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1．ま え が き

現在GaAs（砒化（ひか）ガリウム）系HBT（Hetero junc-

tion Bipolar Transistor）増幅器はCDMA携帯端末に広く

用いられている。当社では，これまで携帯端末向けの

HBT送信用電力増幅器を供給してきた。

従来の通信方式であるW－CDMA用携帯端末では，市街

地のように基地局と端末との距離が近い場合，低・中出力

電力での動作割合が高いため，最大出力電力のみならず，

低・中出力電力でも高効率動作が求められる（1）（2）。近年，

スマートフォンに代表される携帯端末の高性能化に伴い，

従来の音声データだけでなくインターネット環境を通じた

動・画像データを含めた大容量のデータをより高速に通信

することが要求され，各社通信事業者でLTEを一例とし

た新世代の高速通信方式を採用することで市場ニーズに応

えつつある。一方，スマートフォンに代表される高機能端

末に用いられる液晶ディスプレイの大型化や各種構成IC

の高機能化，回路規模の大型化に伴い，構成部品の小型化

だけでなく端末システムとしての低消費電力化を狙うため

に，高出力動作時で高利得動作が増幅器に要求されてきて

いる。また，日本国内では1.5GHz帯（1.4279～1.4629GHz：

Band11／21）の周波数帯が携帯電話用として割り当てられ，

この帯域における携帯端末用増幅器が要求されている。

当社では，今回新たにこれらの要求に応えるために電力

増幅器の開発を行った。本稿では1.5GHz帯（Band11／21）

に対応したW－CDMA携帯端末用電力増幅器“BA012K7”

について述べる。図１に増幅器モジュールの外観を示す。

モジュールサイズは３×３×１（mm）である。

2．回 路 設 計

図２に今回開発したBA012K7の回路構成を示す。この

回路は，高出力，中出力，低出力動作のためのトランジス

タTr1，Tr2，Tr3と経路を切り換えるためのスイッチ回

路SW1～SW4，それらをコントロールするためのバイア

ス回路とロジック回路（Bias & Logic Controller），整合回

路（Matching Circuit1～6），及びカプラ（Coupler）で構成

している。半導体プロセスにはHBTとFET（Field Effect

Transistor）を一体集積可能なBiFET（Bipolar Field Effect

Transistor）プロセスを採用した。これによって，信号増

幅用のトランジスタTr1～Tr3のほかに，整合回路の一部，

FETによるスイッチ回路SW1～SW4，出力動作モード切

り換え信号を生成するロジック回路，バイアス回路及びそ

の切り換え用コントロール回路を一つのMMIC（Monolith-

ic Microwave Integrated Circuit）チップ上に構成し小型

化を実現できる。トランジスタTr1～Tr3のバイアス電流

の設定及び各スイッチSW1～SW4のON／OFFをコントロ

ールすることによって，３通りの信号経路を構成し３つの

出力動作モードを実現する。整合回路はMMICに内蔵する

回路のほかに表面実装部品を用いてパッケージ基板上でも

構成する。また，出力電力検出用カプラはパッケージ内層

の配線パターンによってカプラを構成した。カプラは，所

望のカプラ特性（カップリング量にして20dB）が得られる

ように，三次元電磁界解析を用いてレイアウトの最適化を

行った。カプラを内蔵することで，これまで端末側に実装

していた出力電力検知用のカプラを省略し携帯端末の部品

点数の削減に貢献できる。

この回路構成で各出力動作モードの切り換え機能，カプ

ラ特性，入出力特性，受信帯域雑音特性等の基本的な電気

特性についてシミュレーションを行い設計した。

図３にこの増幅器の各出力動作モードにおける信号経路

を示す。同図秬は高出力動作モードにおける信号経路を示

している。トランジスタTr1及びスイッチSW1，SW3，

SW4はOFF状態に設定する。トランジスタTr2，Tr3及び

スイッチSW2をON状態に設定し，２段増幅器として動作

する。高周波信号はトランジスタTr2，Tr3を通じて増幅

し，高出力動作を実現する。同図秡は中出力動作モードで

あり，トランジスタTr1，Tr3及びスイッチSW1，SW2を

OFF状態に設定し，トランジスタTr2，スイッチSW3，

SW4をON状態に設定する。高周波信号はトランジスタ

Tr2を通じて増幅し，中出力動作を実現する。同図秣は低

出力動作モードであり，トランジスタTr2，Tr3及びス

イッチSW2をOFF状態に設定し，トランジスタTr1，ス

イッチSW1，SW3，SW4をON状態に設定し，トランジス

タTr1を通じて高周波信号を増幅し低出力動作モードを実

現している。
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図１．増幅器モジュールの外観

図２．３モード経路切り換え電力増幅器の回路構成
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各出力動作モードに対して高い効率と歪（ひず）み特性を

満足する出力が得られるように，整合回路（Matching Cir-

cuit1～6）の回路定数を調整し，各トランジスタTr1，Tr2，

Tr3の負荷インピーダンスを基本波及び２次高調波に対し

て最適化した。特に今回の開発では，高出力動作モードに

おける高利得特性，低受信帯域雑音特性を実現するために，

トランジスタTr2，Tr3のバイアス設定，及び初段トラン

ジスタTr2の入力整合となるMatching Circuit2，出力整合

となるMatching Circuit5の最適化には注意をして設計し

た。一般に利得と受信帯域雑音特性はトレードオフの関係

にある。1.5GHz帯（Band11／21）に割り当てられている送

信，受信帯域の周波数間隔は48MHzと狭く，送信帯域に

おける電力利得が高いと，受信帯域での電力利得も高くな

るために，受信帯域雑音特性もまた劣化する。図４に整合

回路Matching Circuit5のインピーダンスを変化させた際

の受信帯域雑音と利得特性のシミュレーション結果を示す。

電力利得と受信帯域雑音電力にトレードオフの関係がある

ことが分かる。これらの結果と良好な歪み特性を得られる

ように入出力・位相特性，及び増幅器の安定性と併せて確

認しつつ整合回路Matching Circuit5のインピーダンスを

最適化した。また，入力整合回路Matching Circuit2には

受信帯域雑音電力を抑圧するための抑圧フィルタ回路を設

けた。図５に抑圧回路の有無による受信帯域雑音特性の違

いを示したシミュレーション結果を示す。高出力動作時の

出力電力28.5dBmのときに，受信帯域雑音を約3.5dB抑圧

できているのが分かる。

3．評 価 結 果

これらのシミュレーション結果に基づき，BA012K7を

試作し評価を行った。図６に1.445GHz（1.5GHz帯の帯域中

心）のW－CDMA（3GPP－R99）の変調信号を入力した際の

電力利得及び電力付加効率特性を，図７に隣接チャネル漏

洩電力比（Adjacent Channel Leakage Ratio（ACLR）の

±５MHz離調）特性を示す。測定では，コレクタ電圧，バ

イアス回路の電源電圧を3.4Vに設定した。グラフ中には，

高出力動作モード（High Power Mode：HPM），中出力動

作モード（Middle Power Mode：MPM），低出力動作モー

ド（Low Power Mode：LPM）におけるそれぞれの測定結

果を示している。高出力動作モードで，隣接チャネル漏洩

電力比－38dBc時に，出力電力29dBm，電力利得30dB，

電力付加効率42％と良好な結果が得られた。また，中出力，

低出力動作モードでも良好な結果が得られている。これら

の出力動作モードの切り換え機能によって，携帯端末と基

地局とが近い場合に中，低出力動作モードに切り換えるこ

とで増幅器の動作効率を更に向上できる。

図８に高出力動作モードにおける受信帯域雑音特性の測定
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図３．各出力動作モードにおける信号経路
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図４．電力利得と受信帯域雑音のシミュレーション結果
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結果を示す。出力28.5dBm時に－136dBm/Hz以下の良好な

受信帯域雑音特性が得られた。参考までにグラフ中には受

信帯域雑音を抑圧するフィルタなしの場合の測定結果も示

した。図５に示したシミュレーション結果と同様に，実験

でも抑圧フィルタの有効性を確認できた。

図９にLTE変調信号（QPSK（Quadrature Phase Shift

Keying）変調，RB＝25，ChBW（Channel Band Width）５

MHz）を入力した際の歪み特性の測定結果を示す。横軸は

出力電力，縦軸にはE－UTRA（５MHz離調），UTRA1（５

MHz離調）及びUTRA2（10MHz離調）における漏洩電力比

を示している。利得及び効率のグラフ（データ）は省略して

いるが，高出力動作モードにおいてE－UTRA特性－35dBc時

で，出力電力27.4dBm，電力利得30dB，電力付加効率

35％の良好な結果が得られた。

4．む　す　び

国内向け1.5GHz帯（Band11／21）W－CDMAに対応した

携帯端末用電力増幅器BA012K7を開発し，設計及び評価

結果について述べた。この電力増幅器は，高出力動作モー

ドで，R99変調信号隣接チャネル漏洩電力比－38dBc動作

時に，出力電力29dBm，電力利得30dB，電力付加効率

42％を達成し，また，受信帯域雑音電力－136dBm/Hz以

下（28.5dBm出力動作時）を満足した。また，LTE変調信号

で，E－UTRA特性－35dBc動作時に，出力電力27.4dBm，

電力利得30dB，電力付加効率35％の業界最高クラスの特

性を持ち，３つの動作モード切り換え機能によって低・中

出力動作時の高効率化を実現している。

今後も，市場の要求に応える製品を市場投入できるよう

に増幅器の開発を推進していく。
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図７．各動作モードにおける歪み特性の測定結果（R99信号）
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－142

－140

－138

－136

－134

－132

－130

5 10 15 20 25 30
出力電力(dBm)

受
信
帯
域
雑
音
電
力
(d
B
m
/H
z)

参考データ
（抑圧フィルタなし）

開発した増幅器の測定結果
（抑圧フィルタあり）

W－CDMA（3GPP－R99）
1.445GHz入力
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要　旨

近年，通信衛星は寿命到来による更新需要が増加傾向に

あり，新たに打ち上げられる通信衛星に搭載される送信機

用増幅器の高性能化が求められている。特に衛星搭載用高

出力増幅器で効率は，システム全体の小型・軽量化による

衛星の打ち上げコストの低減及び省電力化による環境負荷

低減という点で最も重要な特性である。現状，衛星用マイ

クロ波増幅器として高効率である進行波管増幅器（TWTA）

が広く使われているが，近年，GaN固体素子増幅器（SSPA）

の製品化に伴い，TWTAからSSPAへの置き換えが期待さ

れている。しかし，本格的な置き換えの実現には増幅器の

更なる高効率化が必須となっている。

今回，従来製品“MGFC50G3742AS／BS”の電力付加効

率（Power Added Efficiency：PAE）60％から更なる高効

率化を目指して，効率への影響が大きく，制御が容易では

なかったGaN HEMT（High Electron Mobility Transistor）

の入力側で生じる２倍波の制御のため，当社のMMIC

（Monolithic Microwave Integrated Circuit）プロセス技術

によってスパイラルインダクタとMIM（Metal Insulator

Metal）キャパシタからなるLC共振回路をGaNチップ上に

単位セルごとに一体化し，全てのGaN HEMTに対して入

力２倍波を高精度に制御する回路構成を開発した。この回

路構成によって，周波数帯域内（3.7～4.2GHz）でPAE≧65％

と，従来製品よりも５ポイント以上高効率な内部整合型増

幅器“MGFC50G3742CS／DS”を実現した。

これによって，通信衛星搭載用送信機の小型・軽量化に

よる衛星打ち上げコスト低減及び省電力化による環境負荷

低減に貢献する。

MGFC50G3742CS(3.7～4.0GHz)

オンチップ高調波処理回路内蔵GaN HEMT

MGFC50G3742DS(3.9～4.2GHz)

スパイラルインダクタゲートパッド

ドレインパッド 単体セル

ビアホール MIMキャパシタ

内部整合型増幅器
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DE：Drain Efficiency，CW：Continuous Wave

当社で開発した衛星搭載用C帯高効率100W GaN 増幅器“MGFC50G3742CS／DS”の製品外形と周波数特性及び新規に開発したオン
チップ高調波処理回路内蔵GaN HEMTを示す。増幅器の外形寸法17.4×24.0×4.3（mm）で，周波数帯域内（3.7～4.2GHz）で出力100W，
電力付加効率≧65％という特性を実現した。

衛星搭載用C帯高効率100W GaN増幅器の製品外形と周波数特性及びオンチップ高調波処理回路内蔵GaN HEMT

＊高周波光デバイス製作所

High Efficiency, 100W GaN Power Amplifier for C－band Space Applications
Shinichi Miwa, Yoshitaka Kamo, Takashi Yamasaki

衛星搭載用C帯高効率100W GaN増幅器
三輪真一＊

加茂宣卓＊

山崎貴嗣＊
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1．ま え が き

近年，通信衛星は寿命到来による更新需要が増加傾向に

あり，新たに打ち上げられる通信衛星に搭載される送信機

用増幅器の高性能化が求められている。特に衛星搭載用高

出力増幅器で効率は，システム全体の小型・軽量化による

衛星の打ち上げコストの低減及び省電力化による環境負荷

低減という点で最も重要な特性である。現状，衛星用マイ

クロ波増幅器として高効率である進行波管増幅器（TWTA）

が広く使われているが，近年，GaN固体素子増幅器

（SSPA）の製品化に伴い，TWTAからSSPAへの置き換え

が期待されている。しかし，本格的な置き換えの実現には

増幅器の更なる高効率化が必須となっている。

前回開発したC帯100W増幅器（PAE＝60％）（1）から更な

る高効率化（PAE≧65％）を目指して，今回，入力２倍波

処理回路をGaNチップ上に単体セルごとに一体化した

100W内部整合型増幅器を開発した。

2．オンチップ高調波処理回路内蔵GaN HEMT

2. 1 トランジスタの特性

製品に適用している当社製GaN HEMTは，２つの構造

上の特長を持つ。①Cat－CVD（Catalytic Chemical Vapor

Deposition）法による表面保護膜形成技術を適用すること

で電流コラプス現象の抑制と良好なパルスIV特性を実現

した（2）。②ソース電極及びドレイン電極下へのSi（シリコ

ン）イオン注入によってオーミックコンタクト抵抗を低減

させ，低オン抵抗を実現した（3）。図１に単体セルトランジ

スタの入出力特性を示す。評価は周波数f0＝3.7GHz，ドレ

イン電圧Vd＝40V，ドレイン電流Id（RFoff）＝60mA，CW

（Continuous Wave）動作で実施し，外部チューナーによっ

て，入出力負荷インピーダンスは基本波及び２倍波，３倍

波周波数で電力付加効率（PAE）が最大となるインピーダ

ンスに設定した。これらの条件で，当社製GaN HEMT素

子は，素子単体でPAEが82％，出力電力密度が3.4W/mm

と優れた性能を持っていることを実験で確認した。

2. 2 オンチップ高調波処理回路

高出力かつ高効率な増幅器を実現するためには，先に述

べたGaN HEMTに接続される整合回路で，高調波まで含

めたインピーダンス制御が必須となる。図２に，図１と同

一の単体セルGaN HEMTの２倍波及び３倍波ロード／ソ

ースプル結果を示す。測定条件はf0＝3.7GHz，Vds＝40V，

CW動作で実施し，各コントアは全て電力付加効率を示し

ている。図２の結果から分かるとおり，高調波の中でも特

に入力２倍波インピーダンスは効率への影響が極めて大き

く，かつ高効率な特性が得られるインピーダンス領域が極

めて小さいため，より高精度なインピーダンス制御が必要

となる。今回，この入力２倍波インピーダンスに着目した

新規回路構成の開発を実施した。

図３に従来回路構成と今回新たに採用した回路構成を示

す。従来の製品では，外部整合基板上に設置したオープン
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図１．単体セルGaN HEMTの入出力特性
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図２．単体セルGaN HEMTのPAEの高調波負荷依存性
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スタブによって入力２倍波を制御していた。しかし，ボン

ディングワイヤやオープンスタブの損失によって反射量が

低下するという問題，及びレイアウトの制限から複数セル

を１つのオープンスタブで制御するため，セルごとにオー

プンスタブまでの電気長に差異が生じることによって位相

が変動するという問題から，全てのセルに対して入力２倍

波インピーダンスを高精度に制御することは容易ではな

かった。今回，これらの問題を解決するための，GaN

HEMTの入力側にスパイラルインダクタとMIMキャパシ

タから成るLC共振回路を単体セルごとに配置し，GaN

チップ上に一体化したことで，全てのセルで入力２倍波イ

ンピーダンスをショート付近に高精度に制御するオンチッ

プ高調波処理回路を内蔵したGaN HEMTを開発した。

図４に今回開発したオンチップ高調波処理回路だけのイ

ンピーダンスを実測した結果と単体セルGaN HEMTの

3.7GHz及び4.2GHzでの入力２倍波ソースプル結果を重ね

て示す。インピーダンスはトランジスタから回路側を見込

んだインピーダンス（S22）を表示している。この回路構成

は入力２倍波インピーダンスの広帯域化という点でも大き

な効果を発揮する。今回開発したオンチップ高調波処理回

路は周波数帯域3.7～4.2GHzをカバーするように設計して

おり，各周波数で入力２倍波インピーダンスが電力付加効

率最大となる領域にきていることが分かる。

図５にこの回路構成の効果を検証するために実施したオ

ンチップ高調波処理回路内蔵単体セルGaN HEMTの入力

２倍波ソースプル結果を，また，図６に測定に使用した単

体セルGaN HEMTの写真を従来と比較してそれぞれ示す。

測定条件はf0＝3.7GHz，Vds＝40V，CW動作で実施した。

従来のオンチップ回路なしの単体セルGaN HEMTの場合，

高効率な特性が得られる入力２倍波インピーダンス領域が

極めて小さかったのに対し，オンチップ回路内蔵の単体セ

ル GaN HEMTではほぼ全ての領域で高効率な特性が得ら

れていることが分かる。したがって，高出力を得るために

マルチセル化した際にこの回路をセルごとに設置すること

によって，全てのセルで入力２倍波が最適化されるため，

従来よりも更なる高効率化が期待できる。

3．出力100W内部整合型増幅器

図７に試作した出力100W内部整合型増幅器“MGFC50G

3742CS／DS”とオンチップ高調波処理回路内蔵のマルチ

セルGaN HEMTチップの写真を，図８に回路構成を示す。
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図４．オンチップ回路のSパラと各周波数での単体セルGaN
HEMTのPAEの入力２倍波依存性の比較
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図５．オンチップ回路内蔵単体セルのPAEの入力２倍波依存性
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パッケージ内実装寸法は従来製品と同一の14.3×15.2

（mm）である。気密封止パッケージ内には，GaN HEMT

と整合基板を実装しており，GaN HEMTは，今回開発し

たオンチップ高調波処理回路内蔵GaN HEMTで４チップ

並列合成，入力側整合基板は，アルミナ基板と高誘電率基

板の２段構成，出力側整合基板は，アルミナ基板と高誘電

率基板の３段構成であり，従来製品と回路構成は同一であ

るが，オンチップ高調波処理回路内蔵GaN HEMT用に各

整合基板のインピーダンスを最適化した。図９に，従来と

今回開発した増幅器の周波数3.7GHzでの入出力特性を重

ねて示す。評価は，Vds＝40V，CW動作で実施した。常温

で出力電力107 . 6W，電力付加効率67％（ドレイン効率

72.4％）で，従来製品と比較して５ポイント以上の効率向

上を実現した。また，図10及び図11に今回開発した増幅

器の周波数特性を示す。周波数帯域は，低域仕様を3.7～

4.0GHz，高域仕様を3.9～4.2GHzとして２バンドに分割し

た。両仕様ともオンチップ高調波処理回路内蔵GaN

HEMTは共通のものを使用し，外部整合回路だけを各帯

域で最適化している。オンチップ高調波処理回路の適用に

よって帯域内で出力電力100WかつPAE≧65％の良好な特

性を得た。

4．む　す　び

当社製GaN HEMTを用いた高効率な衛星搭載用C帯高

出力増幅器を開発した。従来製品より更なる高効率化を実

現するために，GaN HEMTの入力側にスパイラルインダ

クタとMIMキャパシタからなるLC共振回路を単体セルご

とに配置し，GaNチップ上に一体化して，入力２倍波を高

精度に制御する回路構成を開発した。この回路構成適用に

よって，CW動作条件で周波数帯域内（3.7～4.2GHz）で出力

100W，電力付加効率≧65％で，従来製品よりも５ポイン

ト以上の高効率化を実現した。現在，この回路構成を適用

した増幅器の衛星搭載用信頼性試験を各種実施しており，

実用化に向けて開発を進めている。この製品は，高出力・

高効率の点で優位に立つTWTAに匹敵する性能を持ち，

小型で軽量なSSPAの開発に貢献できる。
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図９．100W品の従来と今回の入出力特性比較
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図10．MGFC50G3742CS（100W品）周波数特性（3.7～4.0GHz）
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図11．MGFC50G3742DS（100W品）周波数特性（3.9～4.2GHz）
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要　旨

地震などの災害に対する近年の意識の高まりを受けて，

非常時に地上通信網が使用不可能となった場合でも通信を

確保できる衛星通信が改めて注目されている。衛星通信で

は主としてC帯（４～８GHz）とKu帯（12.4～18GHz）が用い

られ，同周波数帯における送信用増幅器としては従来は

GaAs半導体からなる固体増幅器（SSPA），又は進行波管

増幅器（TWTA）が主として用いられてきた。しかし，

SSPAは出力電力が数10W程度にとどまっており，また，

TWTAは寸法や質量が大きくなってしまう問題があった。

そこで近年，GaAs半導体に比べて高電圧動作と高出力化

が可能なGaN半導体に関する研究開発が盛んであり，三菱

電機では主としてX帯（８～12.4GHz）以下の周波数を対象

としたGaN HEMT（Gallium Nitride High Electron Mobility

Transistor）増幅器を開発してきたが，先に述べたKu帯衛

星通信に向けた動作周波数の高周波化が求められていた。

そこで今回，ゲート微細化プロセスを用いた当社製GaN

HEMTと低損失なトーナメント型整合回路をパッケージ

に封止したKu帯内部整合GaN HEMT増幅器を開発し，

14GHz帯で世界最高（注1）の出力電力100Wを得た。

同増幅器によって従来のGaAs増幅器とほぼ同等の寸法

で約４倍の出力電力が得られるため，VSAT（Very Small

Aperture Terminal：超小型アンテナを用いた可搬型の衛

星通信地球局）やSNG（Satellite News Gathering：通信衛

星による放送番組素材収集システム）などの各種衛星通信

地球局の小型化，可搬性向上を図ることが可能となる。

衛星通信地球局 送信機用増幅器ユニット構成

今回開発したKu帯GaN HEMT増幅器衛星通信システムのイメージ

非対称形状
トーナメント型整合回路

微細ゲートGaN HEMT

非対称形状
トーナメント型整合回路
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従来 今回⇒従来の約1/6に小型化可能

100W

微細ゲートGaN HEMTと非対称形状トーナメント型整合回路によって，Ku帯で世界最高出力100Wを達成した。同増幅器によって衛星通
信地球局の送信器用増幅器ユニットの寸法を従来の約1/6にすることができる。

衛星通信システムのイメージ，今回開発したKu帯GaN HEMT増幅器と送信機用増幅器ユニットの小型化効果

＊情報技術総合研究所　＊＊高周波光デバイス製作所

Ku－Band GaN HEMT Amplifier with 100W Output Power
Hiroaki Maehara, Hifumi Noto, Kazuyuki Onoe, Hidetoshi Koyama, Motoyoshi Koyanagi

Ku帯100W出力GaN HEMT増幅器
前原宏昭＊ 小山英寿＊＊

能登一二三＊ 小柳元良＊＊

尾上和之＊＊

（注１） 2012年４月25日現在，当社調べ
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１．ま え が き

地震などの災害に対する近年の意識の高まりを受けて，

非常時に地上通信網が使用不可能となった場合でも通信を

確保できる衛星通信が改めて注目されている。衛星通信で

は主としてC帯（４～８GHz）とKu帯（12.4～18GHz）が用い

られ，同周波数帯における送信用増幅器としては従来は

GaAsからなる固体増幅器（SSPA），又は進行波管増幅器

（TWTA）が主として用いられてきた。しかし，SSPAは出

力電力が数10W程度にとどまっており，また，TWTAは

寸法や質量が大きくなってしまう問題があった。そこで近

年，GaAs半導体に比べて高電圧動作と高出力化が可能な

GaN 半導体に関する研究開発が盛んであり（1）（2）（3），当社で

は衛星通信地球局用のC帯100W出力GaN HEMT増幅器の

サンプル出荷を既に始めている（4）。しかし当社のGaN増幅

器の開発は従来X帯（８～12.4GHz）以下の周波数を主な対

象としており，先に述べたKu帯衛星通信に向けた動作周

波数の高周波化が求められていた。

そこで今回，当社製GaN HEMTとトーナメント型整合

回路を組み合わせたKu帯内部整合GaN HEMT増幅器を開

発し，14GHz帯で世界最高の出力電力100Wを得たのでそ

の詳細について述べる。同増幅器によって従来のGaAs増

幅器とほぼ同等の寸法で約４倍の出力電力が得られるため，

VSATやSNG等の各種衛星通信地球局の小型化，可搬性向

上を図ることが可能となる。

2．GaNトランジスタのゲート微細化

GaN増幅器の動作周波数の高周波化に向けては，GaN

HEMTのゲート微細化，すなわちゲート長Lgの低減が重

要であり，今回の開発ではRELACS（Resolution Enhance-

ment Lithography Assisted by Chemical Shrink）と呼ば

れるゲート形成プロセスによってゲート微細化を図ってい

る（5）（6）。図１にRELACSプロセスによる短ゲート電極形成

フローを示す。熱硬化性を持つレジスト剤を用いることで，

量産性に優れた安価で安定性の高いレジストパターン形成

技術による微細ゲート加工を可能としており，同プロセス

によってゲート長Lg＝0.25µmを実現した。

3．Ku帯内部整合GaN HEMT増幅器

２章で述べたGaN HEMTとトーナメント型整合回路を

金属パッケージに封止した内部整合GaN HEMT増幅器を

開発した。図２に今回開発したKu帯内部整合GaN HEMT

増幅器を示す。外形寸法24×17.4×3.9（mm）の金属パッケ

ージにGaN HEMTチップを計４個収納しており，その入

力側及び出力側にセラミック基板からなるトーナメント型

のインピーダンス整合回路（電力分配合成回路）を接続して

いる。今回，Ku帯という高い周波数で増幅器の特性を確

保するために，先に述べたGaN HEMTのゲート微細化と

併せて，当社独自のトーナメント型整合回路を開発した。

図３に今回開発した非対称形状トーナメント型整合回路の

構造を示す。従来のトーナメント型整合回路としては同図秬

に示すような対称形状からなる回路を用いていたが，図２

に示すような内部整合増幅器では小型なパッケージに整合

回路を収納する必要があるため回路を構成する伝送線路の

曲がり（ベンド）が不可避となり，その際に同図に示すよう

にトーナメント整合回路への入力信号が等合成されなく

なってしまう問題が生じる。このことは，図中の（IN1）－

（OUT）の経路に比べて（IN2）－（OUT）の経路の方がより

急なカーブを持つため（IN2）－（OUT）の経路の方が電磁波

がより伝搬しにくくなると考えると直感的に理解できる。
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図１．RELACSプロセスによる短ゲート電極形成フロー
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純水リンス
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熱硬化層

縮小パターン

ゲート電極形成

レジスト

図２．今回開発したKu帯内部整合GaN HEMT増幅器

非対称形状
トーナメント型整合回路

微細ゲートGaN HEMT

非対称形状
トーナメント型整合回路
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そこで今回開発した増幅器では，図３秡に示すように構造

的には非対称性を持つトーナメント型整合回路とし，２つ

の入力信号が等振幅かつ等位相で合成されるよう電磁界解

析に基づきその構造を最適化している。

図４に，今回開発した増幅器の入出力特性を示す。Ku

帯の周波数14GHzで出力電力100W（50dBm）を実現してい

る。表１に従来の当社製14GHz帯GaAs／GaN増幅器との

出力電力，利得に関する比較を，また図５に動作周波数

14GHz以上のGaN増幅器の出力電力に関する報告例の変遷

を示す。今回開発した内部整合GaN HEMT増幅器によっ

て，従来比で約４倍（対GaAs），約２倍（対GaN）の出力電

力を得ており，それは世界最高レベルの特性であることが

分かる。

4．む　す　び

衛星通信地球局の送信用増幅器に向けたKu帯内部整合

GaN HEMT増幅器の開発結果について述べた。RELACS

プロセスによるGaN HEMTのゲート微細化，非対称形状

トーナメント型整合回路による回路損失の低減によって，

14GHz帯で世界最高の出力電力100Wを達成した。同増幅

器によって従来のGaAs増幅器の約４倍の出力電力が得ら

れ，外付けの電力分配合成回路が不要となることから，衛

星通信地球局の送信用増幅器の寸法を従来の約1/6にでき

送信装置の小型化，可搬性向上が可能となる。
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図３．トーナメント型整合回路の構造

×　IN1，IN2からの入力信号が
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○　構造的な非対称性を導入
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　　入力信号が等合成される
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�　従来の対称形状トーナメント型整合回路

�　今回開発した非対称形状トーナメント型整合回路

図４．今回開発したKu帯内部整合GaN HEMT増幅器の
入出力特性（周波数14GHz）
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要　旨

通信の大容量化やレーダの距離分解能向上などのために

ミリ波デバイスの開発が進んでいる。その一つであるミリ

波帯電圧制御発振器（Voltage Controlled Oscillator：VCO）

には，通信の誤り率低減やレーダのクラッタによる影響低

減のために低位相雑音化が求められている。

三菱電機では，ミリ波帯VCOの低位相雑音化に向けて，

サブハーモニック注入同期法を用いた開発を進めている。

サブハーモニック注入同期法は，所望周波数の整数分の１

の周波数を注入波の波源として使用することで，注入波の

低位相雑音化が容易となり，注入同期によって，注入され

る側のVCO（注入同期VCO）の位相雑音が注入波の位相雑

音と一致するため，高周波における低位相雑音化が実現で

きるという特長がある。

その一方で同期可能な周波数範囲（同期幅）が狭い問題が

あったため，注入同期VCOを構成する能動素子のソース

端子に注入周波数で1/4波長（λ/4）の電気長をもつ先端開

放スタブを備えた構成を提案し，同期幅の拡大を図った。

GaAs－pHEMT（注１）プロセスを用いてV帯でのλ/4先端

開放スタブ装荷形サブハーモニック注入同期VCO MMIC

（Monolithic Microwave Integrated Circuit）の試作を行

い，位相雑音と同期幅を評価した結果，発振周波数41.2GHz，

１MHz離調における位相雑音－106dBc/Hz以下，同期幅

800MHzと良好な特性が得られ，λ/4先端開放スタブの装荷

によって同期幅が14倍に拡大することを確認した。
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注入電力に対する同期幅の測定結果 自励発振時と注入同期時のスペクトラム

試作したサブハーモニック注入同期VCO MMICのチップ写真，注入電力に対する同期幅の測定結果，自励発振時と注入同期時のスペクトラ
ムを示す。サブハーモニック注入同期には同期幅が狭い問題があったが，ソース端子へのλ/4先端開放スタブの装荷によって，同期幅を従来
と比べて14倍に拡大することができた。また，サブハーモニック注入同期法によって41.2GHzで1MHz離調における位相雑音は
－106dBc/Hz以下と良好な特性が得られた。

λ/4先端開放スタブ装荷形サブハーモニック注入同期VCO MMICの試作

V－band Subharmonically Injection Locked VCO MMIC with λ/4 Open－ended Stub
Ryuji Inagaki, Masaomi Tsuru, Eiji Taniguchi

λ/4先端開放スタブ装荷形
V帯サブハーモニック注入同期VCO MMIC

稲垣隆二＊

津留正臣＊

谷口英司＊＊

（注１） Gallium Arsenide－pseudomorphic High Electron Mobility
Transistor
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1．ま え が き

通信の大容量化やレーダの距離分解能向上のためにミリ

波デバイスの開発が進んでおり，その一つであるミリ波帯

電圧制御発振器には，通信の誤り率低減やレーダのクラッ

タによる影響低減のために低位相雑音化が求められている。

これを解決する手段の一つとしてサブハーモニック注入

同期を用いる方法がある。注入同期発振器は，自励発振周

波数が注入波の周波数に同期するとともに，注入波の位相

雑音，電力に応じて，注入同期発振器の位相雑音を改善で

きる特長がある（1）。注入波に発振周波数の整数分の１の周

波数を用いたサブハーモニック注入同期発振器（2）は，発振

周波数がミリ波帯の場合でも，注入波の周波数が発振周波

数の整数分の１でよいため，低位相雑音の良好な安定した

波源を用いることができる。また，発振器の自励発振周波

数と注入波の周波数が異なるため，注入端子で注入波の周

波数に対して整合を容易にとることが可能である。しかし

ながら，サブハーモニック注入同期発振器では，自励発振

の周波数と注入波の高調波周波数との間で同期をとるため，

注入周波数から高調波周波数への変換効率が低い場合，同

期可能な周波数範囲（同期幅）が狭くなる問題点がある。

当社はこれまでに，能動素子であるFET（Field Effect

Transistor）内部で生成される注入波の高調波の電力に同

期幅が大きく依存することに着目し，FETのソース端子

に先端開放スタブを装荷したλ/4先端開放スタブ装荷形サ

ブハーモニック注入同期発振器を提案した（3）。

本稿では，V帯でλ/4先端開放スタブ装荷形サブハーモ

ニック注入同期VCO MMICを試作し，ミリ波帯でこの注

入同期の有効性を確認するとともに，1/2分数波を注入し

た場合の同期幅を評価したので述べる。

2．1/2分数波を注入した場合の注入同期方程式

図１に発振器の等価回路モデルを示す。Uは注入波源を

表し，G'は注入波源Uのコンダクタンスを表す。Gは負荷

のコンダクタンス，Lは等価的なインダクタンスを表す。

B（v）は非線形サセプタンス，G（v）は非線形コンダクタン

スであり，非線形は式盧，式盪に示すようなべき級数展開

表示を用いる（4）。

……………………………盧

………………………………盪

ここで，もし出力電力Poがほとんど一定であるならば，

注入波が発振周波数の1/2の場合，同期幅Δfは式蘯，式盻，

式眈で表される（4）。

………………………………蘯

…………………………盻

…………………………………………眈

ただし，f0は自励発振周波数，Piは注入電力である。式蘯

から注入波が発振周波数の1/2の場合，同期幅Δfは注入電

力Piに比例する。

3．λ/4先端開放スタブ装荷による効果

図２にλ/4先端開放スタブを装荷した注入同期VCOの

能動回路部の等価回路を示す。従来，FETを能動素子と

して用いた発振器では，反射利得を得るために，ソース端

子に先端短絡スタブ挿入する方法がある。しかし，サブハ

ーモニック注入同期発振器として用いた場合には，注入波

の電圧VinはFETのCgsとソース端子に接続された先端短絡

スタブとで分圧される。そのためCgsに印加される電圧Vgs

は式眇に示すように，Vinより小さくなる（3）。

…………………………眇

ただし，gmは相互コンダクタンス，Zoは特性インピーダ

ンス，θはfoにおける電気長である。

そこで，FETのソース端が1/2分数波（f0/2）で短絡点と

なるように，ソース端子に注入周波数でλ/4の電気長をも

つλ/4先端開放スタブを装荷する。これによってVgsがVin

に等しくなるため，注入電力もλ/4先端開放スタブ未装荷

時と比べて増加し，同期幅が拡大する（3）。また，このλ/4

先端開放スタブは発振周波数f0では，ソース端でほぼ開放

となるため発振条件には影響しない。

図１．発振器の等価回路モデル

G(v)B(v)LGG’U

2
321)( vGvGGvG +−−=

2
210)( vCvCCvB ++=

i
e

P
GP

K
Q

f
f

02

12
0 2

9

16
=∆

2

0

1

0

2
2

2

1

2

4

254






+=

C

C

C

LG
K

0

1

C

L
G

Qe

=

ings V
Zgmj

V
θtan1

1

0⋅⋅+
=

図２．λ/4先端開放スタブを装荷した注入同期VCOの能動回路部
の等価回路

gs

G
D

S

in

gs

V

V

C

先端短絡
スタブ

先端開放
スタブ
λ/4@  o/2

gm・V

fθ@  of

gs

端子1
端子2

反射利得

D：ドレイン，G：ゲート，S：ソース

MITSUBISHI DENKI GIHO



4．λ/4先端開放スタブ装荷形V帯サブハーモニック
注入同期VCOの設計

図３にλ/4先端開放スタブ装荷形V帯サブハーモニック

注入同期VCOの構成を示す。このVCOは能動素子を含む

能動回路，発振周波数を制御する同調回路，及び注入波を

入力する注入回路で構成している。能動素子としてゲート

長0.19µm，ゲート幅40µmのGaAs－pHEMTを使用した。

注入波を発振周波数の1/2とし，同調回路はショットキー

ダイオードと伝送線路による並列共振回路で構成している。

HEMTのドレイン端子側には反射利得を得るために反射

回路を，ソース端子にも反射利得を得るために先端短絡ス

タブを装荷し，また，注入周波数でλ/4の電気長をもつλ/4

先端開放スタブを装荷している。

λ/4先端開放スタブ未装荷の場合，HEMTのCgsに印加

される電圧Vgsと先端短絡スタブの分圧比はおおよそ１：３

となり，その影響で，注入波の電圧が約1/4に低下すると

考えられる。λ/4先端開放スタブを装荷することによって

Vgsは注入波の電圧に等しくなり，λ/4先端開放スタブ未

装荷時と比べてVgsは4倍，電力としては16倍となるため，

同期幅は16倍に拡大することが期待される。

5．試 作 結 果

λ/4先端開放スタブ装荷形V帯サブハーモニック注入同

期VCO MMICを試作し，評価を行った。図４に試作した

注入同期VCO MMICのチップ写真を示す。チップサイズ

は5.0×2.8（mm）であり，MMIC基板の厚さは100µmである。

測定はオンウェハで行った。バイアス条件はドレイン電圧

Vd＝＋3.5V，ゲート電圧Vg＝０V，ドレイン電流Id＝16.6mA

である。図５に自励発振時と注入同期時のスペクトラムを

示す。このときの注入波の周波数は20.6GHz，入力電力は

＋２dBm，１MHz離調での位相雑音は－113dBc/Hzである。

注入によって自励発振周波数が注入周波数に引き込まれ，

注入波の２倍の周波数で同期がかかっていることが分かる。

図６に注入電力に対する位相雑音の測定結果を示す。自励発

振時の１MHz離調での位相雑音が－81dBc/Hzであるのに対

して，注入電力０～６dBmにおける１MHz離調での位相

雑音は－106dBc/Hz以下であり，注入波とほぼ同じ位相雑

音が得られた。また，100kHz離調でも注入波と同等の位

相雑音－96dBc/Hz以下が得られた。

図７に注入電力に対する出力電力の測定結果を示す。注

入電力０～６dBmで出力電力は注入電力に依存せず，自

励発振時の出力電力と同じ約7.5dBmで一定であった。
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図６．注入電力に対する位相雑音の測定結果
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図８に注入電力に対して同期可能な注入波の最大周波数

及び最小周波数の測定結果を示す。図８における周波数は

自励発振周波数からの差分である。この最大周波数と最小

周波数の差が同期幅となる。図９に注入電力に対する同期

幅の測定結果を示す。図８と図９にはλ/4先端開放スタブ

を装荷した場合の結果とλ/4先端開放スタブを未装荷の場

合の結果をそれぞれ示している。図７に示すように出力電

力は一定で，同期幅は図８に示すように注入電力に比例し

て広がっており，λ/4先端開放スタブを装荷した場合，注

入電力６dBmのときに約800MHzであった。また，注入電

力０～６dBmでスタブ未装荷の場合と比較して，14倍の

同期幅が得られた。

6．む　す　び

λ/4先端開放スタブ装荷形V帯サブハーモニック注入同期

VCOの試作・評価を行った。発振周波数41.2GHz，１MHz

離調における位相雑音－106dBc/Hz以下，同期幅800MHz

と良好な特性が得られ，λ/4先端開放スタブの装荷によっ

て同期幅が14倍に拡大することを確認した。
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図７．注入電力に対する出力電力の測定結果
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要　旨

近年の大容量通信端末の普及に伴い，ネットワーク全体

のトラフィックが急増している。基幹系の通信網であるメ

トロネットワークも信頼性の高いネットワークを構築する

ために高速大容量化が加速しているが，それに伴って光伝

送装置の消費電力増加が大きな問題となっている。

EML（Electro－absorption Modulated Laser）は高速動作

と長距離伝送に優れる半導体レーザの一種で，データセン

タの光接続やルータの送信光源として使用されている。し

かし，温度制御が必要であるため，動作温度とEMLの設

定温度の差が大きくなると内蔵しているTEC（Thermo

Electric Cooler）の消費電力が増加するという問題がある。

今回開発した同軸型10Gbps EML－TOSA（Transmitter

Optical Sub Assembly）は，EMLの設定温度を45℃から

55℃へ高温化し，変調器を最適化することでLD（Laser

Diode）駆動電流と駆動振幅を低減した。その結果，－40

～＋95℃の動作温度範囲におけるTECの消費電力は0.42W

以下となり，従来製品と比較して55％の低消費電力化を実

現した。

また，パッケージには同軸型（TO（Transfer Outline）－

CANパッケージ）を採用し，部材コストを低減した。パッ

ケージの外周に金属ブロックを取り付けることで，従来製

品との互換性を保ち，効率的な排熱を可能とした。また，

同軸型を採用することで問題となる高周波特性の劣化につ

いては，インピーダンス整合を最適化することで，従来製

品と同等の３dB帯域（～14GHz）が得られ，低ジッタの光

出力波形及び良好な伝送特性を実現した。

メトロネットワーク

ROADM：Re－configurable Optical Add/Drop Multiplexer

ROADM

データセンター

ルータ
10Gbps EML－TOSA

EMLは電界吸収型光変調器と分布帰還型レーザが集積された半導体レーザの一種である。分布帰還型レーザと比較して高速動作と長距離伝
送に優れるため，10Gbpsの長距離伝送用や，高速動作が求められる25Gbps／40Gbpsの送信光源として採用されている。

EMLとは

10Gbps EML－TOSA Employing TO－CAN Package
Norio Okada, Akihiro Matsusue, Takeshi Yamatoya

同軸型10Gbps EML－TOSA
岡田規男＊

松末明洋＊＊

大和屋　武＊＊＊
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1．ま え が き

光伝送装置の高速大容量化に伴って，光送受信器も

300pinトランスポンダからXFP（10 gigabit small Form

factor Pluggable）／SFP＋（Small Form factor Pluggable

plus）へと小型化が進んでいる。小型のXFP／SFP＋は装

置内で高密度に実装されるため，送信光源であるEML－

TOSAに対しても低消費電力化と動作温度範囲の拡張が求

められている。

EML－TOSAの低消費電力化に関しては様々な方法が提

案されており（1）（2），非冷却動作もその方法の一つである

が，－40～＋95℃の動作温度範囲で高品質な光学性能と長

期信頼性を保つことは非常に難しい。したがって，TEC

を用いて温度制御することを前提に消費電力を下げる検討

が必要である。

今回開発した同軸型10Gbps EML－TOSAは設定温度を

45℃から55℃に高温化することでTEC消費電力の低減を

図っている。また，パッケージには光デバイスで広く適用

されている同軸型を採用した。

本稿では，開発した同軸型EML－TOSAの構成，設計結

果と評価結果について述べる。

2．同軸型10Gbps EML－TOSAの構成

図１に10Gbps EML－TOSAの外観を示す。従来製品の

パッケージは金属とセラミックが一体となった箱型のパッ

ケージであったが，今回の開発品では光デバイスで広く適用

されている金属とガラスをベースとしたφ5.6mmの同軸型を

採用した。電気信号のインタフェースにはFPC（Flexible

Printed Circuit）を適用し，EML－TOSA全体の外形サイ

ズやパッド配置はXMD－MSA（10Gbps Miniature Device－

Multi Source Agreement）に準拠している。

図２にXFP／SFP＋搭載時の放熱経路を示す。パッケー

ジの外周に金属ブロックを取り付けることで，従来の箱型

パッケージとの互換性を保ち，EML－TOSAで発生した熱

をXFP／SFP＋のケースに効率的に排熱できる。

図３に回路ブロック図を示す。終端抵抗は50Ωであり，

発熱を抑えるためにAC結合した。また，並列に１kΩの

抵抗を接続することで，従来の1/20の電流でEMLのDCオ

フセット電圧を構成することが可能である。

3．設 計 結 果

3. 1 EML素子の設計

TECはEMLの設定温度と動作温度の差が大きくなると

消費電力が増大する。熱抵抗やEMLの発熱量を考慮する

と，－40～＋95℃の動作温度範囲でのEMLの最適設定温

度は55℃となるため，EMLの設定温度を従来の45℃から

55℃に高温化した。図４に電圧印加の有無に対する吸収ス

ペクトルの概念図を示す。変調器に電圧を印加すると波長

に対する吸収係数が変化する。LD発振波長における吸収

係数の差が大きいほど消光比が大きくなり，低駆動振幅で

の動作が可能となる。また，電圧印加していないときの吸

収係数が小さいほど損失が小さくなり，LD駆動電流の低

減が可能となる。

図１．10Gbps EML－TOSAの外観
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図５秬，秡に従来の変調器と最適化後の変調器のDC消

光特性とフォトカレントの評価結果を示す。最適化後の変

調器は急峻（きゅうしゅん）なDC消光特性を得ており，低

駆動振幅化を実現した。また，フォトカレントは変調器で

の損失を意味し，値が小さいほど損失も小さい。したがっ

て，最適化後の変調器はLD駆動電流の低減も実現してい

ることが分かる（3）。

3. 2 同軸型パッケージの設計

同軸型パッケージの材料には安価で熱伝導率の良い鉄系

の材料を適用した。しかし，気密性の観点からガラス材料，

ガラス径，リード径が限定されるため，ガラス貫通部の線

路インピーダンスは20Ω程度になる。ほかにもワイヤ接続

部，FPCとの接続部，EMLの寄生容量等が反射点となり，

50Ωで整合を取ろうとすると多重反射が発生し，高周波特

性が劣化する。そのため，FPCの信号線路から終端抵抗ま

での各接続部を分布定数線路の一部と見立てて，同軸型

EML－TOSA全体での線路インピーダンスが50Ωに近づく

ように最適化した。図６にインピーダンス整合設計の概念

図を示す。ガラス貫通部に接続されるFPCとパッケージの

接続部及びセラミック基板とパッケージの接続部はハイイ

ンピーダンスとなるように設計した（4）。

動作温度と設定温度の差が大きくなると，ワイヤを介し

た熱流入が増加し，TECの消費電力が増加する。図７に

動作温度と設定温度の差が最大となる95℃（動作温度が

－40℃で設定温度が55℃）のときの信号線路のワイヤ長に

対する熱流入量を示す。ワイヤ長が短くなると熱流入量が

増加することが分かる。したがって，ワイヤ長は十分長く

配線し，増加するワイヤインダクタンスはワイヤパッドの

容量で補償した。

図８に周波数応答特性のシミュレーション結果を示す。

比較のために従来の箱型パッケージのシミュレーション結

果も併せて示す。同軸型EML－TOSA全体での線路インピー

ダンスを50Ωに近づけることで，従来の箱型と同等の３dB

通過帯域が得られることを確認した。
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図５．変調器のDC特性
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図８．周波数応答特性のシミュレーション結果
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4．評 価 結 果

図９に周波数応答特性の評価結果を示す。３dB通過帯域

は14GHzであり，良好な特性が得られた。図10に10.7Gbps

光出力波形を示す。LD駆動電流70mA，設定温度55℃，

駆動電圧振幅1.4Vppの条件で，消光比10.3dB，変調光出

力＋0.5dBmが得られた。また，光出力波形はITU－T

（International Telecommunications Union－Telecommu-

nication）G.693で規定されるマスクに対して25％のマージ

ンが得られた。図11に10.7Gbps，PRBS（Pseudo Random

Binary Sequence）31段での符号誤り率特性を示す。

800ps/nm分散後の伝送ペナルティは0.18dB（＠１×10－12）

と良好な特性が得られた。

図12にTEC消費電力の評価結果を示す。比較のため，

従来の箱型の評価結果も併せて示す。EMLの設定温度を

従来の45℃から55℃に高温化し，LD駆動電流と駆動振幅

を低減したことで，－40～＋95℃の動作温度範囲で0.42W

以下のTEC消費電力が得られた。従来製品のTEC消費電

力は0.93Wであり，55％の低消費電力化を実現した。表１

に従来の箱型との比較評価結果を示す。

5．む　す　び

今回，同軸型10Gbps EML－TOSAを開発した。EML素

子の高温動作化（55℃）によって，TEC消費電力を大幅に

低減した。また，インピーダンス整合の最適化によって，

良好な光学特性，高周波特性，伝送ペナルティを実現した。

LD駆動電流と駆動振幅の低減はXFP／SFP＋全体の消費

電力低減にも寄与する。

開発した同軸型パッケージは，DWDM（Dense Wave-

length Division Multiplexing）用，80km伝送用，アクセス

系の10G－EPON（Gigabit－Ethernet Passive Optical Net-

work）用のEMLとしても適用可能である。今後，EMLの

標準パッケージとして製品群の拡張を図り，光通信システ

ムの発展とエネルギーの効率化に貢献する。
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要　旨

インターネットトラフィックの増加に伴い，次世代光アク

セスシステムとして10G－EPON（10Gigabit Ethernet Pas-

sive Optical Network）システムへの期待が高まりつつあ

る。特に，局舎側から加入者側への下り方向通信の伝送速

度として10.3Gbps及び1.25Gbps，加入者側から局舎側への

上り方向通信の伝送速度として1.25Gbpsに対応する非対称

型10G－EPONシステムの導入の動きが活発化している。

10G－EPONシステムでは，保守性の高いプラガブルタ

イプの小型光トランシーバに光モジュールを収容するニー

ズが強くあり，局舎側に設置されるOLTでは10.3Gbps送

信，1.25Gbps送信，1.25Gbps受信の機能を小型に集積した

一心双方向光モジュール（トリプレクサ）が求められている。

そこで，三菱電機はXFP（10gigabit small Form factor

Pluggable）サイズの光トランシーバに収容可能な小型トリ

プレクサを開発した。EML（Electro－absorption Modulat-

ed Laser）を適用する10.3Gbps送信部では，新規開発の

CAN型パッケージによって小型化と低コスト化を図った。

また，３つの送受信素子と光ファイバとの結合に単レンズ

光学系を適用するとともに，２つの送信素子で光アイソレ

ータを共用する構成によって，小型なトリプレクサを実現

した。この結果，トリプレクサの外形寸法は13.9（W）×21.4

（L）×6.0（H）（mm）とXFPに収容可能な小型サイズを実現

した。また，非対称型10G－EPONシステムの国際規格で

あるIEEE802.3av PRX30規格に準拠する良好な送受信特

性を実現した。

1.25Gbps－Tx

10.3Gbps－Tx

1.25Gbps－Rx

1.25Gbps－Tx

1.25Gbps－Rx

1.25Gbps－Tx

10.3Gbps－Rx

1.25Gbps－Tx

10.3Gbps－Rx

局舎側装置
(OLT)

加入者側装置#1
(ONU)

加入者側装置#2
(ONU)

加入者側装置#n
(ONU)

トリプレクサ

10.3Gbps
(1.575～1.58µm)

1.25Gbps
(1.48～1.50µm)

スター
カプラ

1.25Gbps
(1.26～1.36µm)

1.25Gbps
(1.26～1.36µm)

1.25Gbps
(1.26～1.36µm)

OLT  : Optical Line Terminal
ONU  : Optical Network Unit
Tx  : 送信部
Rx  : 受信部

非対称型10G－EPONシステムは局舎側装置（OLT）と複数の加入者側装置（ONU）間をスターカプラを用いて光ファイバで接続する。OLTか
らONUへの下り方向の通信は，1.575～1.58µmの10.3Gbps信号と波長1.48～1.50µmの1.25Gbps信号の波長多重によって行う。
ONUからOLTへの上り方向の通信は各ONUから送出される波長1.26～1.36µmの1.25Gbps信号によって行う。

非対称型10G－EPONシステム

Triplexer for 10G－EPON OLT
Akio Shirasaki, Shinichi Kaneko, Norio Okada, Satoshi Shirai, Akihiro Matsusue

10G－EPON OLT用トリプレクサ
白崎昭生＊ 白井　聡＊＊＊

金子進一＊＊ 松末明洋†

岡田規男＊
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1．ま え が き

光アクセスシステムとしてGE－PON（Gigabit Ethernet

Passive Optical Network）システムが広く普及している。

しかし，高画質映像配信サービスなどの進展に伴い，今後

はインターネットトラフィックの更なる増加が見込まれて

おり，次世代の光アクセスシステムとして10G－EPONシ

ステムへの期待が高まりつつある。10G－EPONシステム

では，局舎側から加入者側への下り方向通信と，加入者側

から局舎側への上り方向通信の両方で10 . 3Gbp s及び

1.25Gbpsのデュアルレートに対応する対称型10G－EPON

システムと，下り方向通信は10.3Gbps及び1.25Gbpsのデュ

アルレートに対応するが，上り方向通信は1.25Gbpsだけに

対応する非対称型10G－EPONシステムの2種類があり，特

に非対称型10G－EPONシステムの導入の動きが活発化し

ている。

10G－EPONシステムでは，保守性の高いプラガブルタ

イプの小型光トランシーバに光モジュールを収容するニー

ズが強くあり（1），局舎側に設置されるOLTでは，10.3Gbps

送信，1.25Gbps送信，1.25Gbps受信の機能を小型に集積し

た一心双方向光モジュール（トリプレクサ）が求められてい

る。当社は，XFPサイズの光トランシーバに収容可能な

小型トリプレクサを開発し，非対称型10G－EPONシステ

ムの国際規格であるIEEE802.3av PRX30規格に準拠する

性能を実現した。

本稿では開発した小型トリプレクサの構成と，主要な特

性について述べる。

2．トリプレクサの構成

2. 1 概　　要

図１に開発したトリプレクサの外観を示す。非対称型

10G－EPONシステムにおけるOLTは，波長1.577µmの

10.3Gbps下り信号と波長1.49µmの1.25Gbps下り信号を波

長多重で送信するとともに，波長1.3µm帯の1.25Gbps上り

信号を受信する必要がある。そのため，トリプレクサはそ

れぞれの波長と伝送速度に対応し，EMLを内蔵した

10.3Gbps送信部，DFB－LD（Distributed FeedBack Laser-

Diode）を内蔵した1.25Gbps送信部，プリアンプICとAPD

（Avalanche Photo Diode）を内蔵した1.25Gbps受信部を備

えている。各送受信部のパッケージは，小型で低コストな

CAN型パッケージを採用した。光インタフェースは，市

場ニーズからSCレセプタクルを採用し，10.3Gbps送信部

の電気インタフェースは，高周波特性と外部基板への実装

性を考慮し，FPC（Flexible Printed Circuit）を採用した。

次に，トリプレクサの小型化を実現するために新規開発

した10.3Gbps送信部及びトリプレクサの光学系について述

べる。

2. 2 10.3Gbps送信部

EMLは温度によって特性が敏感に変化するため，TEC

（Thermo Electric Cooler）上に実装し，温度を一定に制御

しながら動作させる必要がある。そのため，10Gbps用

EMLモジュールでは，TECを実装可能なスペースを確保

した箱型パッケージが主流である。しかし，このパッケー

ジはTEC非搭載型光モジュールで広く用いられている

CAN型パッケージに比べ，大型・高コストである。EML

を内蔵する10.3Gbps送信部は，トリプレクサの小型化を阻

害する要因であり，またコストの占める割合が大きいため，

トリプレクサの小型化・低コスト化は重要な課題である。

今回，10.3Gbps送信部として，小型TECを搭載した

φ5.6mmのCAN型パッケージを新規開発し，適用した。

これによって，10.3Gbps送信部の外形寸法を小型化できる

とともに，内部構造の簡素化と，生産性に優れる製造プロ

セスの適用による低コスト化を実現した。高周波特性は，

リードピンのガラス封止部とEML間の電気的な多重反射

を抑えるCAN構造を採用したうえで，FPCに形成したイ

ンピーダンス信号線路によって，広帯域な通過特性を実現

し，10.3Gbps動作を可能とした。EMLについては，変調

器の設計を最適化し，45℃での高出力，高消光比を実現し

た。この結果，TECによってEML動作温度を45℃一定に

制御し，高温環境下での周囲温度とEML動作温度との差

を小さくすることで，TEC消費電力を最小限に抑えた。

2. 3 トリプレクサの光学系

当社ではこれまでに２つの送信素子と光ファイバとの結

合に３枚レンズ光学系を採用したトリプレクサを開発し，

良好な特性を得ている（2）。しかし，複数枚のレンズを用い

た光学系は，フィルタの特性向上や，光ファイバとの高効

率な結合に有利である一方，小型化が難しい。図２に，今

回開発したトリプレクサの光学系の構成を示す。部品点数

の削減による小型化と低コスト化を図るため，３つの送受

信素子（EML，DFB－LD，APD）と光ファイバとの結合に

単レンズ光学系を採用した。また，各送受信素子と光ファ

イバ間の狭いスペースにフィルタ３枚（波長合分波フィル

タ２枚，バンドパスフィルタ１枚）と光アイソレータ１個

を実装した。図１．トリプレクサの外観

1.25Gbps受信部
(APD)

10.3Gbps送信部
(EML)

1.25Gbps送信部
(DFB－LD)
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単レンズ光学系は，複数枚のレンズによるコリメート光

学系に比べ，フィルタの波長合分波特性を劣化させる。波

長合分波特性が不十分である場合は，受信波長帯の1.26～

1.36µm以外の光がAPDに入射してしまい，クロストーク

による受信特性の劣化が問題になる。今回，受信信号帯域

以外の散乱光を遮断するために，受信用集光レンズの入射

端にバンドパスフィルタを挿入することで，後述するよう

に，最小受信感度へのクロストークの影響を0.2dB以下と，

十分に抑制した。

戻り光による送信素子の雑音特性劣化を抑制するために

は，光アイソレータが不可欠である。しかし，波長の異な

る２つの送信素子に対し，それぞれ個別の光アイソレータ

を配置すると，横幅の寸法をXFPサイズに収めることが

困難となり，かつ高コストである。そこで，２つの送信波

長に対応した光アイソレータを用いることで，部品点数を

削減した。また，ビーム径がより絞られる光ファイバ近傍

に光アイソレータを配置し，光アイソレータ自体の小型化

と低コスト化を図った。この構成で，単位帯域当たりの雑

音電力と変調電力の比から定義されるRIN OMA（Relative

Intensity Noise Optical Modulation Amplitude）を，ファ

イバ端平均光パワーから－15dBの強度で戻り光を戻した

状態で実測したところ，EMLは－139dB/Hz，DFB－LD

は－134dB/Hzと，それぞれIEEE規格の－128dB/Hz，

－115dB/Hzを満足する良好な特性が得られた。

これらによって，光学系を小型化するとともに，IEEE

規格を満足するために必要な光学特性を確保した。トリプ

レクサの外形寸法は13.9（W）×21.4（L）×6.0（H）（mm）とな

り，XFPサイズの光トランシーバに収容可能な小型サイ

ズを実現した。

3．トリプレクサの主要特性

3. 1 10.3Gbps送信部

10.3Gbps送信部の特性について述べる。図３秬，秡にシ

ングルモードファイバ25km伝送前後の送信出力波形を示

す。変調条件は10.3125Gbps，PRBS231－1（Pseudo Ran-

dom Binary Sequence），NRZ（Non Return to Zero）とし

た。伝送前の波形は，平均光パワーを＋４dBm，消光比

を9.0dBに調整した状態で，マスクマージンが55％と良好

なアイ開口が得られている。また，伝送後の波形について

も，伝送前からの波形劣化が小さく，良好な結果が得られ

た。図４にシングルモードファイバ25km伝送前後のBER

（Bit Error Rate）特性を示す。BERが10－3となる受信感度

で規定される伝送ペナルティは0.2dBと良好であり，IEEE

規格の１dB以下を満足している。図５にTEC消費電力の

ケース温度依存性を示す。EMLの45℃動作によって，ケ

ース温度が75℃となる高温環境下でも消費電力は0.3W以

下と，低消費電力である。表１にケース温度－5～75℃に
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図２．トリプレクサの光学系
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図４．10.3Gbps送信部のBER特性
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図３．10.3Gbps送信部の光出力波形
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おける10.3Gbps送信部の主要特性をまとめており，IEEE

規格を満足する良好な特性を実現した。

3. 2 1.25Gbps送信部

表２にケース温度－5～75℃における1.25Gbps送信部の

主要特性をまとめた。平均光パワーは＋4.0～＋6.0dBm，

消光比は９dB以上，伝送ペナルティは１dB以下と良好な

特性を得ている。

3. 3 1.25Gbps受信部

図６にBER特性の評価結果を示す。トリプレクサへの

入力信号は，波長1.3µm，1.25Gbps，PRBS27－1，NRZ，

消光比９dBとした。また，先に述べた光学系によって，

送信部とのクロストークを十分に抑制できているかを評価

するため，①送信部をOFF，②10.3Gbps送信部を駆動，

③1.25Gbps送信部を駆動の３パターンで測定を実施した。

その結果，BERが10－12となる最小受信感度は，どの条件

でも－34dBm以下と高感度であり，IEEE規格である

－29.78dBmを十分な余裕を持って満足した。また，クロ

ストークによる最小受信感度の劣化は，10.3Gbps送信部に

対しては0.05dB，1.25Gbps送信部に対しては0.15dBと，十

分に抑制されていることを確認した。さらに，最大受信感

度についてもIEEE規格を満足する－９dBm以上が得られ，

広いダイナミックレンジを確認した。表３にケース温度

－５～75℃における1.25Gbps受信部の主要特性をまとめた。

プリアンプICの消費電力は0.15W以下と低消費電力である。

最小受信感度及び最大受信感度もIEEE規格を満足してい

る。

4．む　す　び

非対称型10G－EPONシステムのOLT用光モジュールと

して，10.3Gbps送信，1.25Gbps送信，1.25Gbps受信の機能

を集積したトリプレクサを開発した。小型化と低コスト化

のため，EMLを内蔵する10.3Gbps送信部には新規のCAN

型パッケージを適用した。また，３つの送受信素子と光

ファイバとの結合に単レンズ光学系を採用するとともに，

２つの送信素子で光アイソレータを共用する構成によって，

部品点数を削減した。この結果，トリプレクサの外形寸法は

13.9（W）×21.4（L）×6.0（H）（mm）となり，XFPサイズの光ト

ランシーバに収容可能な小型サイズを実現した。また，非

対称型10G－EPONシステムの国際規格であるIEEE802.3av

PRX30規格に準拠する良好な送受信特性を実現した。
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項目 特性

平均光パワー ＋3.0～＋5.0dBm

消光比 ≧9.0dB

伝送ペナルティ ≦1.0dB

TEC消費電力 ≦0.3W

項目 特性

平均光パワー ＋4.0～＋6.0dBm

消光比 ≧9.0dB

伝送ペナルティ ≦1.0dB

項目 特性

プリアンプIC消費電力 ≦0.15W

最小受信感度 ≦－34dBm

最大受信感度 ≧－9.0dBm

図５．TEC 消費電力のケース温度依存性
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表１．10.3Gbps送信部の主要特性

表２．1.25Gbps送信部の主要特性

表３．1.25Gbps受信部の主要特性
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要　旨

長距離大容量の通信コアメトロ系で，光ファイバを効率

的に使用するため，波長の異なる複数の信号を同時に伝送

する光波長多重伝送DWDM（Dense Wavelength Division

Multiplexing）システムが用いられている。近年，伝送速

度も10Gbpsから40Gbpsに増速されてきている。これに伴

い，変調方式も強度変調から位相変調が用いられるように

なっている。40GbpsのDWDMシステムでは，位相変調の

一つであるRZ－DQPSK（Return－to－Zero－Differential

Quadrature Phase Shift Keying）方式がよく用いられてい

る。この変調方式は，光雑音耐性，波長分散耐性，非線形

耐性が高いなどの長距離伝送に有利な優れた特性を持って

いる。

RZ－DQPSK方式では，一般に波長可変光源のモジュー

ルとLN（Lithium Niobate：LiNbO3）変調器のモジュール

が用いられている。LN変調器は，サイズが大きく，駆動

電圧が高いというデメリットがあり，一方InP系材料を用

いたMZ（Mach－Zehnder）変調器は，サイズが小さく，駆

動電圧が低いという利点とともに，光源の半導体レーザと

モノリシック集積できるという利点を併せ持つ。今回三菱

電機は，44.6Gbps DQPSK送信器用として，InP系材料を

基本に，波長可変DFB（Distributed Feed－Back）レーザア

レー・MZ変調器を全て１チップにモノリシック集積した

素子を世界で初めて（注1）開発し，L帯・ITU－T（Interna-

tional Telecommunication Union Telecommunication

Standardization Sector）グリッド50GHz間隔での発振波長

制御，及び良好な44.6Gbps DQPSK変調波形を確認した。

このデバイスは44.6Gbps DQPSK送信器用として有用で

ある。

DWDM装置

ルータ

Add－Drop
Multiplexer

ルータ

Add－Drop
Multiplexer

１G／10G

Ethernet(注2)

2.5G／10G

SONET／SDH

１G／10G

Ethernet

2.5G／10G

SONET／SDH

40Gbps VSR
（2km）

40Gbps VSR
（2km）

DWDM装置

40Gbps DWDM
（1,000km 以上）

80km

光ファイバアンプ
＆

分散補償器

+ MZ変調器波長可変DFBレーザアレー

SONET ：Synchronous Optical NETwork
SDH ：Synchronous Digital Hierarchy
VSR ：Very Short Reach(注2)　Ethernetは，富士ゼロックス(株)の登録商標である。

40Gbpsへの伝送速度向上に伴い，変調方式も強度変調から位相変調の一つであるRZ－DQPSK方式が用いられている。今回，送信器とし
て従来の波長可変光源モジュールとLN変調器モジュールの置き換えとして，小型化・高効率化が可能なInP系材料を用いた波長可変DFBレー
ザアレーとMZ変調器を1チップにモノリシック集積化した素子を開発した。

40Gbps長距離大容量通信コアメトロ系DWDMシステム

Tunable DFB Laser Array Integrated with Mach－Zehnder Modulators for 44.6Gbps DQPSK Transmitter
Toru Takiguchi, Keisuke Matsumoto, Yoshifumi Sasahata, Mitsunobu Gotoda, Ryoko Makita

44.6Gbps DQPSK送信器用波長可変
DFBレーザアレー・MZ変調器集積デバイス

瀧口　透＊ 後藤田光伸＊＊＊

松本啓資＊＊ 蒔田良子＊＊＊

笹畑圭史＊＊

（注１） 2012年12月１日現在，当社調べ
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1．ま え が き

長距離大容量の通信コアメトロ系で，光ファイバを効率

的に使用するため，波長の異なる複数の信号を同時に伝送

する光波長多重伝送DWDMシステムが用いられている。

近年，伝送速度も10Gbpsから40Gbpsに増速されてきてい

る。これに伴い，変調方式も強度変調から位相変調が用い

られるようになっている。40GbpsのDWDMシステムでは，

位相変調の一つであるRZ－DQPSK方式がよく用いられて

いる（1）（2）（3）。この変調方式は，光雑音耐性，波長分散耐性，

非線形耐性が高いなどの長距離伝送に有利な優れた特性を

持っている。

RZ－DQPSK方式では，一般に波長可変光源のモジュー

ルとLN変調器のモジュールが用いられている。LN変調器

は，サイズが大きく，駆動電圧が高いというデメリットが

あり，一方InP系材料を用いたMZ変調器は，サイズが小

さく，駆動電圧が低いという利点とともに，光源のレーザ

とモノリシック集積できるというメリットを持つ。

今回，44.6Gbps DQPSK送信器用として，InP系材料を

基本に，波長可変DFBレーザアレーとMZ変調器を全て１

チップにモノリシック集積した素子を世界で初めて開発し，

L帯・ITU－Tグリッド50GHz間隔での発振波長制御，及び

良好な43Gbps DQPSK変調波形を確認した（4）（5）。

2．素子構造と設計

図１に素子の構成を，図２に素子の外観を示す。素子は

波長可変DFBレーザアレーの部分とMZ変調器の部分から

なる。波長可変DFBレーザアレーは，12個のレーザから

なるレーザアレー，12個のレーザに連なる導波路を一つの

導波路にまとめるMMI（Multi Mode Interference），光を

増幅するSOA（Semiconductor Optical Amplifier）からな

る。素子サイズは9.6×0.75×0.1（mm）である。

MZ変調器は，I－ch，Q－chと呼ばれる２つの子MZを更

に束ねた形で構成する親MZである。子MZは，信号電圧

印加用電極と位相調整用電極を持つ。また親MZは，π/2位

相シフト電極を持つ。

ここで，DQPSK変調について述べる。44.6Gbpsの信号

は，22.3Gbpsの２つの信号に分けられ，ドライバに送付さ

れる。ドライバはpush－pullの駆動信号をMZの信号電圧

印加用電極に印加する。図３に示すように，I－chの信号光

図２．素子の外観

9.6mm

0.75mm

波長可変DFB 
レーザアレー

MZ変調器

図１．素子の構成

波長可変DFBレーザアレー MZ変調器

LDアレー 12：1MMI SOA

I－ch

Q－ch

信号電圧印加用電極（DCバイアス＋RF信号）

位相調整用電極（DCバイアス）

図３．DQPSK送信器の構成と変調光の位相

I－chの信号光
の位相

Q－chの信号光
の位相

+

（－1，0）

（0，－1）
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図４．素子断面構造
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の位相は，（1，0）と（－1，0）の２点間を移動する。Q－ch

の信号光も同様であるが，I－chに対して，π/4の位相差

を付与するので，（0，1）と（0，－1）の２点間を移動する。

最終的に２つの光の和が出力されるため，変調光の位相は，

1/4π，3/4π，5/4π，7/4πのいずれかの値をとる。

図４秬にLD（Laser Diode）部の断面構造を示す。LD・

SOAの活性層はInGaAsP／InGaAsP－MQW（Multiple

Quantum Well）からなり，p／n／p－InP埋め込み構造に

している。一方，図４秡にMZ変調器部の断面構造を示す。

変調器部はi－AlGaInAs／AlGaInAs－MQWからなり，ハ

イメサ構造としている。i－AlGaInAs／AlGaInAs－MQW

は，InGaAsP／InGaAsP－MQWより電圧印加時の屈折率

変化が大きいこと，ハイメサ構造は，埋め込み構造より容

量が小さいことによる。導波路部分は，InGaAsP層に

よって形成している。

3．素 子 特 性

図５にDFBに100mAの電流を流した時の，ファイバ光

出力とSOA電流の関係を示す。10℃，SOA電流200mAで，

Pf＝1.3mWが得られ，SOA電流値でPfのコントロールが

可能である。図６にL帯，50GHz間隔の全波長の発振波長

スペクトルを示す。図７に各チャネルのサイドモード抑圧

比SMSR（Side Mode Suppression Ratio）を示す。全波長で，

SMSR>47dBと，優れた単一縦モード性を実現した。図８

に発振中心波長と素子温度の関係を示す。素子温度10～

50℃で，L帯の39.7nmの範囲（1,572.06～1,611.79nm）で，

50GHz間隔で発振波長制御できることを確認した。

図９に，波長1,586nm，素子温度25℃でのQ－chのDC消

光カーブを示す。信号電圧印加用電極に与えるDCバイア

ス（Vb）を深くすると，Vπは小さくなる。これは，MQW

のバンド端が光の波長に近づくため，小さな電圧で大きな

屈折率変化が得られるからである。図９に示すようにDC

バイアスによってVπが調整可能であり，DCバイアス電

圧－7Vで，2Vπ＝3Vと低い値が得られた。また，消光比

も25dB以上と良好であった。

図10に，Q－chの周波数特性を示す。MZ変調器は50Ω

抵抗で終端した。３dB帯域幅は，20GHzであり，44.6Gbps

で４値位相変調が可能であることが確かめられた。

図11に44.6Gbps－DQPSK変調波形を示す。22.3Gbaud，

231－1PRBSパターンで，push－pull電圧３Vで評価した。

I－ch，Q－ch内の各アーム間で，位相調整用電極に電圧を

印加して，位相をπずらすように設定し，またI－chとQ－ch

の間では，位相をπ/2ずらすように設定した。図から分か

るように4値位相変調特有の波形パターンが見られ，

DQPSK変調が実現できているのが確認できる。図12に変

調時の光スペクトルを示す。良好なスペクトルが得られて

いる。図13にバランスドレシーバで受光した復調後のI－ch

及びQ－chの波形を示す。I－ch及びQ－chに印加された信

号が，きれいに復調されているのが分かる。図11，図13

に示すように良好なアイパターンが見られ，44.6Gbps－
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図５．ファイバ光出力のSOA電流依存性
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特集論文

DQPSK変調を実現できたことを確認した。

4．む　す　び

InP系材料で波長可変DFBレーザアレーとMZ変調器を

１チップにモノリシック集積したデバイスで，L帯・

ITU－Tグリッド50GHz間隔での発振波長制御，及び良好

な44.6Gbps DQPSK変調波形を確認した。このデバイスは

44.6Gbps DQPSK送信器用として有用である。
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要　旨

インターネットのブロードバンド化や通信端末の普及に

よる通信量増加に対応するため，光通信の高速化が進めら

れている。特に伝送装置を収容するデータセンターではデ

ータ通信のトラフィックが集中するため，100Gbpsという

高速の光通信が必要とされている。2010年には100ギガ

ビットイーサネット（注1）（100GbE）の国際標準化が完了し，

1.3µm帯の25.8Gbps変調４波長レーザを用いる最大伝送距

離10kmの100Gbps光通信が実用化の段階を迎えている。

一方で高密度実装される伝送装置の冷却などで飛躍的に増

大する消費電力を低減することが大きな課題となっている。

この状況下，最大伝送距離が２km以下となるデータセン

ターでの短距離伝送の国際規格制定に向けた動きが活発化

している。この用途では特に多数の伝送装置を高密度で実

装するため装置の小型化，低コスト化が重要で，データ送

信用レーザ光源としては，駆動が簡素な構成で行え，かつ

低電流動作が可能で，伝送装置の冷却を不要にできる直接

変調DFB－LD（Distributed Feed－Back Laser Diode）が有

望である。非冷却動作の実現にはレーザを70℃以上の高温

で動作させる必要があり，使用上限温度を従来の50℃から

70℃に高めた25.8Gbps動作４波長直接変調DFB－LDを開

発した。このレーザは短共振器構造とともに今回開発した

低容量高効率電流狭窄（きょうさく）層構造を採用すること

によって，高温70℃で世界最高レベルの低電流駆動と高品

質な変調光波形を実現しており，高速100Gbps短距離光通

信の普及に必要な低消費電力化，小型化，低コスト化への

貢献が見込まれる。

4波長 25.8Gbps 直接変調DFB－LD 

光出力

DFB－LD素子の外観

25.8Gbps
          x 4 1.3µm帯 4波長

データセンター内
100Gbps光通信

データセンター

長距離伝送

光通信の伝送データ量増大によって，データが集中するデータセンター内では100Gbpsの高速通信が必要とされている。この用途では多数
の伝送装置が高密度で収容され消費電力も膨大になるため，伝送装置には低消費電力化，低コスト化が求められる。この要求を満たす伝送装置
用の光源としては高温で低電流駆動が実現できる直接変調DFB－LDが有望であり，今までよりも高温の70℃で動作する高効率25.8Gbps直接
変調DFB－LDを開発した。

データセンターにおける100Gbps光通信の利用と4波長25.8Gbps直接変調DFB－LDの適用

25.8Gbps Direct Modulation DFB Lasers of 4 Wavelengths for 100Gbps Transmission
Go Sakaino, Yohei Hokama, Takashi Nagira

100Gbps送信用
４波長25.8Gbps直接変調DFB－LD

境野　剛＊

外間洋平＊

柳楽　崇＊

（注１） イーサネットは，富士ゼロックス㈱の登録商標である。
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1．ま え が き

インターネットのブロードバンド化やスマートフォンに

代表されるデータ通信端末の普及によって，光通信のトラ

フィックが急激に増大している。このため，トラフィック

が集中するデータセンターでは，100Gbpsの高速光通信が

必要となっており，100ギガビットイーサネット（100GbE）

の規格（1）が国際標準化され実用段階を迎えている。しかし

データセンターでは多数の伝送装置が高密度に収容される

ため，装置の駆動とその冷却のための消費電力が膨大にな

ることが予想されており，低消費電力化の要請が非常に強

くなっている。また高密度実装やシステム普及のためには

伝送装置の小型化と低コスト化も非常に重要である。

ところで，100GbEの規格の一つである100GBASE－LR4

規格では25.8Gbpsで変調される1.3µm帯の４波長の光信号

を用いてデータ伝送を行うが，変調光波形は伝送距離と波

長に応じて光ファイバ中で劣化する性質がある。そのため

規格で定められている最大10kmの伝送でもこの変調光波

形劣化によって品質が低下しないようにするには，光の波

長を1.31µm周辺の極めて狭い範囲に収める必要があり，

４波長の波長間隔が約5nm，各々の波長で許容される幅が

約２nmと非常に狭く設定されている。よって波長を規格

内に制御するために送信側の発光素子を一定温度に保つ冷

却機構が必要で，伝送装置として発光素子の駆動以外に大

きな電力が消費される。しかしデータセンターのように最

大２kmの短距離伝送では，伝送時の変調光波形の劣化が

小さいため，10Gbpsなどの伝送で用いられるCWDM

（Coarse Wavelength Division Multiplexing）規格と同様，

４つの波長間隔を20nmとして各々の波長許容幅を13nmと

する波長規格での伝送が可能となる。このCWDM波長規

格を適用した場合，波長許容幅が広いため発光素子の温度

による波長変化を抑制する冷却機構を不要にでき，伝送装

置の消費電力低減に大きな効果がある。なお伝送装置を非

冷却とした場合，使用環境温度と周囲のデバイスの発熱を

考慮すると発光素子として用いる半導体レーザは70℃以上

の高温動作が必要となるが，低消費電流で高温駆動可能な

直接変調型のDFB－LDが最適と考えられる。

これまで50℃で25.8Gbps動作する直接変調DFB－LDを

開発し報告しているが，先に述べたとおり非冷却動作とし

ては必ずしも十分ではなく，今回非冷却動作を目的として

高温70℃で25.8Gbps動作する４波長直接変調DFB－LDを

開発した。

70℃の高温で高速動作を実現するには，レーザ特有の電

気と光の相互作用の結果発生する光の振動による変調光波

形の劣化を抑制する必要がある。この光振動の周波数は緩

和振動周波数（fr）と呼ばれ，良好な変調光波形を得るには，

高温におけるfrを変調信号周波数程度の高い値に保つこと

が重要である。そのため高温で顕著となる発光層への電流

注入効率低下とこれに起因するfrの低下を抑制する必要が

あり，従来構造の素子では実現が容易でなかった。今回，

新たに高温70℃でも発光層への効果的な電流注入を可能と

する低容量高効率電流狭窄埋込層を開発し適用することで，

世界最高レベルの低消費電流駆動と良好な変調光波形を高

温70℃で実現した。

2．素子の設計

2. 1 高温高出力動作設計

レーザ素子が25.8Gbpsの高速入力電気信号に応答するた

めには，素子の発光層側部に配置され，発光層に効果的に

電流を注入する電流狭窄層で発生する寄生容量を抑制する

必要があり，電流狭窄埋込層に半絶縁性の半導体層を用い

ることが有効である。そのため従来開発素子の50℃動作

25.8Gbps直接変調DFB－LDでは，一般的に使用されてい

る鉄（Fe）をドーピングした半絶縁性InP埋込層を採用して

いる。この構造では100GbE－LR4規格を想定した50℃で

45mAという極めて低い電流による駆動で実用レベルの良

好な25.8Gbps高速変調波形を実現できている（2）（3）（4）。しか

しながら，先に述べたCWDM波長規格での非冷却動作を

想定した場合には更に高温の70℃以上での動作が必要とな

る。ところが従来の構造素子では半絶縁性InP層中のFeと

p型InP層中のドーパントである亜鉛（Zn）が相互拡散する

ため，50℃よりも高温で駆動した場合にはこの相互拡散領

域を介して発光層を通らない経路の無効電流が急激に大き

くなり，DFB－LDの発光効率が大きく低下する問題があっ

た。そこでこの無効電流を抑制する目的で新たな低容量高

効率電流狭窄構造を開発した（5）。この構造開発で今回，半

絶縁性InPにドーピングする材料として，p型InP層中のZn

と相互拡散を起こさないルテニウム（Ru）という元素に着

目した。このRuをドーピング材料に用いることで相互拡

散に起因する無効電流の抑制は可能となるため，10Gbps

駆動のDFB－LDに適用した例（6）（7）が報告されているが，

Ruドーピング層を用いた電流狭窄構造として最適な層構

成は十分に検討されておらず，今回この層構成について検

討した。

RuドープInP層は，Feをドーピングした半絶縁性InP層

と同等の十分な低容量を実現できることが分かっているが，

電子だけを捕捉して高抵抗となるFeドープInP層とは異な

り，電子とホールの双方を捕捉する性質を持つことから，

高抵抗すなわち高効率電流狭窄構造を実現するためには，

RuドープInP層に接する半導体層の極性について細心の配

慮が必要となる。そこで今回レーザ構造に適用可能でかつ

最も高抵抗が得られる層構成を検討し，実験で検証した。

RuドープInP層に接する半導体層の極性を変えた複数サン

プルの抵抗率比較評価を行った結果，図１に示すように，
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RuドープInP層の上下にp－InPを配置するp/Ru/p－InPの

３層構造にすることで，最も高い抵抗率（107Ω・cm）が得

られ，従来のFeドープInP層よりも高い発光層への電流注

入効率が見込めることが分かった。

この結果からRuドープInP層がn型よりもp型のInP層に

接している方が高抵抗化に対して有効であることが分かる

が，これはRuドープInP層において，ホールを捕捉する準

位が電子を補足する準位よりも深いことから，ホールを供

給するp型InP層に接している方がより高抵抗になりやす

いためと考えられる。なおこの構成をpn接合を持つレー

ザに適用する場合，片側にはn－InP層を配置する必要があ

るため，p/Ru/p/n－InPの積層構造を用いることになるが，

この場合でも従来のFeドープInP層よりも大きく十分な抵

抗率が確認できており，高効率電流狭窄構造を実現できる

ことが分かった。

2. 2 高速動作設計

25.8Gbps高速動作実現に向けては，主に高い緩和振動周

波数（fr）を確保する観点から設計を行った。一般的に高い

frを実現するには，電流注入量に対する利得の比である微

分利得を大きくすることが有効である。そのため，伝導帯

における電子に対する多重量子井戸（MOW）の深さが大き

く，高温での電子の漏れ出しが抑制されるAlGaInAs－

MQWを採用することで，高い微分利得の確保を可能とし

た。さらに，高温動作に必要な利得を考慮に入れた上で，

利得スペクトルとDFB発振波長の差に相当するデチュー

ニング量を大きく設定することで微分利得の増大を図った。

同様に高いfrを得るためにはキャリア寿命を短くすること

も効果があり，共振器長の短縮が有効である。今回は動作

温度で十分な利得も得られることを考慮し共振器長は

150µmとした。電気的な高速応答に対しては先に述べたと

おり，素子の寄生容量が影響するが，高い抵抗率が得られ

たRuドープInP層を用いたp/Ru/p/n－InP層の構成は従来

のFeドープInP層を用いた場合と同等で十分低い寄生容量

が得られることが確認できた。

3．素子構造と素子特性

先に述べた設計に基づいて図２に示す構造の4波長直接

変調DFB－LDを作製した。p型InP基板を用いてAlGaInAs

系の発光層を成長させた後，その上に回折格子を形成した。

発光層の側面には先に述べたRuドープInP層を用いた高抵

抗低容量電流狭窄埋込層を配置し，レーザの共振器長は

150µmとした。素子の共振器端面には，光出力側に無反射

コーティング，反対側端面には高反射コーティングを施した。

次に４波長各々のDFB－LDの電流－光出力特性を図３に

示す。室温25℃から高温70℃へ向けてのしきい値電流やス

ロープ効率の変化が小さく良好な特性が得られている。

どの波長の素子でも高温70℃で，しきい値電流は15mA，

スロープ効率は0.29W/Aと低電流で高出力を実現できてお

り，最大光出力としても15mW以上の高出力を得た。

25 . 8Gbp s変調の4波長DFB－LDを同時に使用する

100Gbps光通信では伝送装置の小型化が必要となるため，

４つのDFB－LDを一つのパッケージに実装することにな

る。このとき，４波長の光を合波する構造が考えられ，

１波長で光伝送する場合と比較して合波による光損失が大

きくなることが想定される。今回の４波長DFB－LDでは

どの波長でもそろって高出力が得られていることから，こ

の光損失を補うことで光合波の設計の制約を少なくできる。

なおこのような高出力は今回開発したRuドープInP層を電

流狭窄層として用いることによって，発光層に効果的な電

流注入ができたことによるものと考えられる。

40（134） 三菱電機技報・Vol.87・No.2・2013
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図１．層構成と抵抗率
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この良好な光出力特性を反映して，高温70℃でも大きな

緩和振動周波数（fr）が得られており，電流に対するfrの増

加量である電流効率として図４に示す。この図の傾きであ

る電流効率の値が大きいほど，少ない消費電流で大きなfr

が得られることを示すものであり，低電流駆動すなわち低

消費電流化が可能となる。今回のfrの電流効率は，高温

70℃で2.8GHz/（mA）1/2と大きな値が得られ，更に高温の

85℃でも2.4GHz/（mA）1/2と大きな値を維持しており，今

後70℃を超える高温での高速変調動作への対応も期待でき

る。

このように高温70℃での低しきい値電流，高出力と大き

なfrが得られたことから，光伝送で重要な25.8Gbps変調光

波形は非常に明瞭な形状が得られた。図５にその変調波形

の一例を示す。70℃で平均電流60mAという低電流動作で

マスクマージンとして４％が得られている。

データセンターでの100Gbps短距離光通信で規格化が予

想されるCWDM波長帯の1,270nm，1,290nm，1,310nm，

1,330nmを４つのDFB－LDの発振波長に設定した素子でも

図４．緩和振動周波数の電流依存性
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RuドープInP層を用いた電流狭窄埋込層を適用することで

同様の良好な特性が見込まれ，低消費電力化，低コスト化，

小型化が可能となり，100Gbps短距離光通信普及への貢献

が期待できる。

4．む　す　び

データセンターで用いられる低消費電力，低コスト

100Gbps短距離光送信用光源として非冷却動作を想定した

70℃動作に対応する目的で，従来の50℃よりも高温の70℃

で25.8Gbps動作する1.3µm帯４波長直接変調DFB－LDを開

発した。高温でも発光層に効果的に電流注入することが可

能な電流狭窄埋込層構造を開発し，高いfrが得られる

AlGaInAs発光層を用いた短共振器構造のDFB－LDに適用

することで，高温70℃で高出力かつ良好な25.8Gbps高速変

調光波形を低電流で得ることができた。これによって４つ

の波長でそれぞれ波長許容幅が13nmと広く設定される

CWDM規格にこのレーザを適用することで非冷却動作が

可能となり，伝送装置で求められる低消費電力化，低コス

ト化への貢献が期待できる。
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図５．25.78125Gbps変調波形（70℃）

発振波長 ：1,297nm
消光比 ：5.5dB，平均電流60mA
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要　旨

データ通信量の増大に対応するため，25Gbps×４chの

波長多重方式を用いた100Gbpsイーサネット（注1）（100Gbps

Ethernet（注1）：100GbE）が規格化（1）されている。一般に，

光通信機器は伝送容量増大が求められるため，実装の高密

度化と，それに併せて小型・低消費電力化が要求されてい

る。これまでに，各社で個別の光送受信モジュール（2）と波

長合分波器を用いた光送受信器が開発されてきたが，高密

度実装とは言い難く，サイズも縦145×横82×高さ13.6

（mm）であった。そのため，約1/3のサイズに小型化した

第２世代の開発が進められている（3）。三菱電機では，光送

受信器の小型化を実現するため，全てのモジュールと波長

合分波器の機能を集積したモジュールを開発している。低

消費電力化には給電回路の高効率化が不可欠で，今回，こ

の給電回路の高効率化開発を行った。発光素子には電界吸

収型光変調器集積レーザダイオード（Electro－absorption

modulator integrated Laser Diode：EA－LD）を用いてい

るが，給電回路は高周波線路の端部に終端抵抗をEA－LD

と並列に設けている。高効率化には低電流駆動が有効であ

り，終端抵抗を高抵抗化することで実現が可能であるが，

その一方で高周波特性が劣化し，結果として光波形が悪化

するという問題があった。今回，終端抵抗を従来の50Ωか

ら80Ωとした上でフィルタを用いることによって，光波形

劣化の原因となる多重反射の問題を解決する高効率給電回

路技術を開発した。これらによって，小型・低消費電力化

の実現性を実証した。

高効率給電回路

第1世代光送受信器の送信／受信部の構成

100Gbps光集積送信モジュール×1個

光受信部

25Gbps
電気信号

25Gbps 光受信モジュール
波長1

25Gbps 光受信モジュール
波長2

25Gbps 光受信モジュール
波長3

25Gbps 光受信モジュール
波長4

波長
分波器

光送信部

25Gbps
電気信号

波長
合波器

波長1
25Gbps 光送信モジュール

波長2
25Gbps 光送信モジュール

波長3
25Gbps 光送信モジュール

波長4
25Gbps 光送信モジュール

ドライバIC

フィルタ

終端抵抗

高周波線路基板

EA－LD

従来技術

光送信部の全ての機能を
1つのパッケージに集積

波長多重
信号光

100GbEは25Gbps×4chの波長多重方式を用いており，送信部の構成は電気信号を信号光に変化して出力する光送信モジュールと，信号
光を多重する波長合波器が必要である。左図が従来技術を示しており，各機能を個別モジュールで実現するためサイズが大きい。右図が今回開
発中の100Gbps光集積送信モジュールである。全ての機能を1つのパッケージに集積し，高効率給電回路によって低電流駆動と高品質な光波
形の実現性を実証した。

100GbE用第1世代光送受信器の送信／受信部構成

＊情報技術総合研究所　＊＊高周波光デバイス製作所（工博） ＊＊＊先端技術総合研究所（工博） †情報技術総合研究所（情報科学博士）

100Gbps Integrated Optical Transmitter Module
Nobuyuki Yasui, Koji Shibuya, Takeshi Yamatoya, Koichi Akiyama, Tadashi Murao

100Gbps光集積送信モジュール
安井伸之＊ 秋山浩一＊＊＊

澁谷幸司＊ 村尾覚志†

大和屋　武＊＊

（注１） イーサネットとEthernetは，富士ゼロックス㈱の登録商標
である。
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1．ま え が き

データ通信量の増大に対応するため，25Gbps×4chの波

長多重方式を用いた100Gbpsイーサネットが規格化されて

いる。一般に，光通信機器は伝送容量増大が求められるた

め，実装の高密度化と，それに併せて小型・低消費電力化

が要求されている。図１に100GbEに対応した光送受信器

の構成を示す。これまでに，個別の光送受信モジュールと

波長合分波器を組み合わせた第１世代のCFP（100Gbps

Form－factor Pluggable）規格準拠（3）の光送受信器が開発さ

れているが，サイズは縦145×横82×高さ13.6（mm）と大き

い。また，10Gbpsなど低速の機器と比較しても，実装密

度も高くない。そのため，第２世代の光送受信器として，

縦107.5×横41.5×高さ12.4（mm）と約1/3に小型化し，消費

電力も同様に約1/3としたCFP2規格（3）の光送受信器の開発

が進められている。

当社では，光送受信器の小型・低消費電力要求に対応す

るため，25Gbps光送信モジュール 4個と，波長合波器１個

を１つのパッケージに集積させた100Gbps光集積送信モ

ジュールを開発している。低消費電力化には給電回路の高

効率化が不可欠で，今回，この給電回路の高効率化開発を

行った。発光素子には25Gbpsで動作可能な波長1.3µm帯の

電界吸収型光変調器集積レーザダイオード（EA－LD）を用

いているが，給電回路は高周波線路の端部に終端抵抗を

EA－LDと並列に設けている。終端抵抗を高抵抗化するこ

とで駆動電圧を高くし，低消費電力化が可能であるが，イ

ンピーダンスの不整合で高周波特性が劣化し，結果として

光波形が劣化する。今回，終端抵抗を従来の50Ωから80Ω

に高抵抗化した上で，フィルタを用いることによってイン

ピーダンスの不整合を解消し，光波形劣化の原因となる多

重反射の問題を解決した。これらによって，100Gbps光集

積送信モジュールに求められる小型・低消費電力化の実現

性を実証した。

2．EA－LDの給電回路

2. 1 高効率給電回路の構成

図２に開発した高効率給電回路を示す。電気信号を増幅

するドライバIC，高周波線路基板，サブマウントとEA－

LDの信号線はワイヤボンディングによって接続している。

この等価回路を図３に示す。ドライバICは50Ωと信号電

流源の並列回路で表し，ワイヤボンディングはインダクタ

ンスL1～L4，EA－LDはキャパシタンスC1，終端抵抗は

抵抗R2，フィルタはキャパシタンスC2，インダクタンス

L5，キャパシタンスC3で示すことができる。ここで，

EA－LDは図３中のA点の逆バイアス電圧に応じてLDから

の光を制御することで，逆バイアス電圧信号に応じた変調

光波形を出力している。

2. 2 低電流駆動方法

図４①に終端抵抗変化時のEA－LDへの逆バイアス電圧

Vrと信号電流の関係を示す。終端抵抗を大きくするに従

い，Vrは増加することが分かる。ここで，光の吸収に必

要なVrを2.5V一定とした場合の終端抵抗と信号電流の関

係を図４②に示す。終端抵抗50Ωでは100mAが必要であ

るのに対し，80Ωでは81mAと少ない信号電流でEA－LD

に必要な逆バイアス電圧を得ることができる。すなわち，

終端抵抗の高抵抗化によって，低電流駆動が可能となる。

44（138） 三菱電機技報・Vol.87・No.2・2013
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図１．100GbE光送受信器の光学部の構成
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図３．高効率給電回路の等価回路
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図２．高効率給電回路
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2. 3 電気通過特性の改善

良好な光波形を得るためには，帯域としてDC～25GHz

で平坦性のよい電気通過特性が求められる。平坦性を損な

う要因は，終端抵抗を50Ωから変化させた場合や，ワイヤ

L1と図３中のA点間の多重反射による電気通過特性の劣化

である。図５はドライバICからEA－LDにおける電気通過

特性の計算結果である。図５①は終端抵抗50Ωの結果であ

り，DC～25GHzまでのレベル変動は±0.7dB以下である。

ここで，図５②のように，終端抵抗を80Ωと高抵抗化した

場合は，DCレベルで1.5dBの利得増加が確認できる。しか

しながら，L1とA点間のインピーダンス不整合による多重

反射によって，高周波特性が劣化する。

インピーダンス不整合を解決するため，ワイヤL1の影

響を小さくすることに着目し，高周波線路基板上のドライ

バIC直近にフィルタを導入した。このフィルタは，広帯

域で平坦性の高い反射特性が得られており，ワイヤL1の

インダクタンスによる反射特性を補償するのに有効である。

図６にフィルタあり／なしにおける図３中のB点からド

ライバIC側をみた反射特性の計算結果を示す。フィルタ

を挿入することによって，DC～25GHzまでの反射特性を

改善することができる。フィルタのC2，L5，C3の定数は，

通過特性の平坦性が得られるように調整した。このフィルタ

挿入とワイヤL4の長さを最適化することによって，図５③

のように，DC～25GHzまでの変動を±0.4dBとすることが

でき，良好な光波形が得られると期待できる。

3．評 価 結 果

図７に25Gbps，31段，消光比 ９dBの条件で測定し，

IEEE 802.3ba 100GBASE－LR4用マスク（1）を重ねた光波形

を示す。図７秬の光波形はフィルタがない終端抵抗50Ωで，

45（139）100Gbps光集積送信モジュール・安井・澁谷・大和屋・秋山・村尾
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図４．終端抵抗変化時の逆バイアス電圧Vrと信号電流Inの関係
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50％のマスクマージンを得ている。図７秡は終端抵抗を80Ω

に変更した光波形であり，インピーダンスの整合が取れて

いないため，立ち上がりが悪化し，マスク規格を満足して

いない。図７秣は高周波線路基板にフィルタを追加し，ワ

イヤL4の長さを0.4mmから1.3mmに変更した光波形である。

マスクマージンは47％と良好な光波形が得られ，信号電流

は75mAと終端抵抗50Ωの場合から15％減少した。

100Gbps光集積送信モジュールの実現に向けて，横幅

20mmの集積パッケージ上で光波形を評価した。図８は集

積パッケージに今回開発した4チャネル分の高効率給電回

路を実装したものを示している。電気インタフェースには

コストに優れたフレキシブル基板（FPC）を用いており，ド

ライバICまでの信号線路は差動信号線路で構成している。

図９は４チャネル分の光波形であり，消光比は９dBとし

た。全てのチャネルで良好なアイ開口が得られることを確

認した。

4．む　す　び

100Gbps光集積送信モジュールに求められる低消費電力

化手法として，給電回路の高効率化開発を行った。終端抵

抗を従来の50Ωから80Ωと高抵抗化した上で，フィルタを

用いることによって光波形劣化の原因となる多重反射を解

決する高効率給電回路技術を開発した。これらによって，

EA－LDの駆動電流を15％低減でき，集積パッケージ上で

良好な光波形を得た。今回開発した高効率給電回路技術に

よって，100GbE普及の加速が期待できる。
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図８．集積パッケージ上に実装した高効率給電回路
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要　旨

情報化社会の進展に伴い，民生用途，産業用途の双方で

光を利用した情報処理が様々な場面で用いられるように

なっている。光を検出するための受光素子として半導体光

センサが広く用いられており，赤外線通信や光ファイバ通

信等の情報伝送，車の衝突防止センサや自動ドアの開閉セ

ンサのような動体位置検出，カメラやサーモグラフィ等の

イメージング，放射温度計やガス分析等の産業用途，大気

分析や地形測量等のリモートセンシングなど，その利用先

は多岐にわたる。

本稿では，光センサ用途AlInAs－APD（Avalanche Photo

Diode：アバランシェフォトダイオード）アレー受光素子

の設計及び特性評価結果を示す。APDはアバランシェ増

倍を利用するため高感度であり，また，イオン化率比が大

きく雑音指数の小さいAlInAsを増倍層に用いることに

よって低雑音化を図っている。アイセーフ（Eye－safe）波

長である1.5µm帯で高い感度を持つInGaAsを光吸収層に

用いている。用途としては，レーザを用いたリモートセン

シングの一種である３Dレーザセンサ（1）などが挙げられる。

三菱電機では，InGaAsを光吸収層に用いた1.5µm帯光

通信用APDを開発しており，受光径φ40～50µm，受光感

度≧0.9A/W，量子効率80％以上のAPDを報告している（2）（3）。

これまで報告したAPDは受光領域が数十µmの大きさで

あったが，この報告で述べるAPDアレー素子は，複数の

APDを集積して一次元アレー構造とし，レーザセンサ向

けに受光領域の大面積化（２×２（mm））を図った。受光領

域を複数の素子に分割することによって，１つ１つの素子

容量を小さくし，帯域の確保と同時に受光領域の大面積化

を図っている。光吸収層と増倍層が分離されたSAM（Sep-

arated Absorption and Multiplication layers）型構造を適

用し，ガードリングなどを設けることなくエッジブレーク

ダウンを抑制可能な当社独自の構造を採用することによっ

て，大面積で均一な受光感度が得られた。

電極パッド

p型領域

アノード電極

窓層

光吸収層

電界緩和層

AlInAs増倍層

n型基板

カソード電極

カソード電極

n型基板

AlInAs増倍層

光吸収層 電界緩和層

窓層 p型領域

A A'

アノード電極 表面保護膜

光

A'A

左図はAPDアレー素子の模式を示す。右図は左図中のA－A’に沿った断面構造を示している。長方形状のAPD素子を一次元アレー状に集積
し，全体で1つの大きな受光領域を構成している。受光領域を複数の素子に分割して構成することによって，個々のAPD素子の容量を小さくし
て帯域の向上を図りつつ受光領域の拡大を図っている。光が入射して生じる光電流信号は，後段の受信回路によって各素子から取り出され，足
し合わされて一つの信号となる。

APDアレー素子の模式及びAPD素子の断面

＊高周波光デバイス製作所

Large－Area AlInAs－APD Array Device for High Sensitivity Sensing
Kazuki Yamaji, Yoshifumi Sasahata, Eitaro Ishimura

高感度センサ用大面積AlInAs－APDアレー
山路和樹＊

笹畑圭史＊

石村栄太郎＊
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1．ま え が き

情報化社会の進展に伴い，民生用途，産業用途の双方で

光を利用した情報処理が様々な場面で用いられるように

なってきている。光を用いた情報処理は，光を媒体にデー

タを送受する情報伝送や，観測対象の反射光・透過光・放

射光を検出し対象に関する情報を得るセンシング等があり，

センシングは光源からの信号光を用いる能動的なものと観

測対象の自発光や環境光を利用する受動的なものに大別さ

れる。どちらの場合も光を検出するための受光素子が必要

である。半導体を用いた光センサは受光素子として広く用

いられており，赤外線通信や光ファイバ通信等の光通信，

車の衝突防止センサや自動ドアの開閉センサのような動体

位置検出，カメラやサーモグラフィ等のイメージング，放

射温度計やガス分析等の産業用途，大気分析や地形測量等

のリモートセンシングなど，その利用先は多岐にわたる。

本稿では，大面積・高感度を特長とする光センサ用途

APDアレー受光素子について述べる。アイセーフ（Eye－

safe）波長である1.5µm帯のレーザを用いたセンサを想定し，

この波長帯で高い感度を持つInGaAsを光吸収層に用いて

いる。用途として例えば３Dレーザセンサが挙げられる。

これは光源としてレーザを用いたリモートセンシングの一

種であり，レーザを走査し，その反射光を検出することに

よって物体をリアルタイムに検出するシステムである。

当社では，InGaAsを光吸収層に用いた光通信用途1.5µm帯

APDを開発し，受光径φ40～50µm，受光感度≧0.9A/W，

量子効率80％以上のAPDを報告している。増倍層の材料

として，イオン化率比が大きく増倍雑音を低減できるAlI-

nAsを用いており，低雑音高感度のAPDを実現している。

これまで報告した光通信用AlInAs－APDは，受光径が

数十µmの大きさであった。本稿では３Dレーザセンサ向

けに２×２（mm）の受光領域を持つ高感度AlInAs－APDア

レーを設計し，特性評価した結果を述べる。

2．大面積AlInAs－APDアレー

2. 1 素 子 構 造

先に述べたように，センサの画角を確保するためには受

光領域の大面積化が必要である。受光領域を単一のAPD

素子で構成した場合，素子のpn接合容量が大きいため，

応答速度が低下し必要な帯域が得られない。受光領域を複

数の素子に分割し，全体として大きな受光領域を構成する

ことで，受光面積を確保しながら個々の素子容量を小さく

することが可能であり，受光面積と素子の応答速度を両立

させることができる。一方で，受光領域の分割数が増える

ほど，素子間の隙間が増えて有効領域の比である開口率が

低下するというデメリットがある。開口率が低下した分，

受光領域に入射する光のうち光電流に寄与することのでき

る光量が減少するため，S/N（Signal to Noise）比の低下を

招く。また，分割数が増えるほど，各素子から光電流信号

を取り出すための後段の受信回路の構成や実装が複雑化す

るというデメリットもある。本稿で述べる受光デバイスは，

応答速度と開口率のトレードオフを考慮し，一次元アレー

構造とした。すなわち，APD素子を１方向にアレー状に

配列し，全体で大きな受光領域を形成する構造である。図

１及び図２に本稿で述べるAPDアレー素子の模式的な俯

瞰（ふかん）図及び上面図をそれぞれ示す。長方形状の受光

領域を持つ素子を１単位とし，これを長辺方向に並べるこ

とによって全体で大きな受光領域を形成している。個々の

素子はp型領域上に設けた直線状のアノード電極から給電

される。各々のアノード電極は，ワイヤボンディングによ

る電気結線を行うための電極パッドに接続している。図１

又は図２に示しているように，電極パッドは上下に互い違

いとなるように配置しており，これは素子を密に配置し，

隙間を減らして開口率を高くするためである。カソード電

極は共通であり，基板の裏面に設けている。
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図２．AlInAs－APDアレー素子の上面図
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図１．AlInAs－APDアレー素子の模式図
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次に，APDアレー素子の断面構造について述べる。セ

ンサ用途の受光素子として用いるためには，受光領域内で

均一な特性が望ましい。また，高電圧を印加し，アバラン

シェ増倍が生じる条件で動作させるAPDでは，受光領域

の中央部よりも先にp型領域端部でアバランシェブレーク

ダウンが起きるエッジブレークダウン（Edge Breakdown）

が問題となる。図３は例としてInP－APDの断面構造を示

したものである。p型領域の端部は曲率半径が小さいため

電界集中が起こりやすく，受光領域の中央部よりも低い電

圧で増倍を開始しエッジブレークダウンを引き起こす。電

界集中を緩和するためには，例えば同図中に示しているよ

うにガードリングなどを設ける必要がある。しかし，ガー

ドリングを設けた場合，ガードリング近傍では十分な増倍

が得られないため入力光に対する感度が下がり，実効的に

開口率が低下する。また，p型領域は選択拡散やイオン注

入によって形成されるが，その過程でp型領域の深さにば

らつきが生じるおそれがある。図３に示す構造では，p型

領域の深さが変動するとそれに応じて増倍領域の厚さが変

動し，同じ印加電圧でも増倍領域中の電界強度が変化する

ため，増倍特性が変化する。受光領域を大面積化するため

には，増倍特性すなわち増倍領域中の電界強度分布を均一

に近づけることが望ましい。

本稿で述べるAPDアレー素子の断面構造を図４に示す。

図４は図２の上面図で，図２中のA－A’で示した直線上の

断面を示している。このAPDアレー素子はn型基板上に

AlInAs増倍層／電界緩和層／InGaAs光吸収層を積層した

エピタキシャル基板上に作製され，光吸収層と強電界の印

加される増倍層が分離されたSAM（Separated Absorption

and Multiplication layers）型構造を持つ。i型窓層に固相拡

散法を用いてZnを選択拡散することによってp型領域を形

成した。電界強度が最も大きくなる領域（増倍層）とp型領

域端との間に低電界の空乏領域（吸収層）が存在すること，

及び選択拡散によってp型領域を形成することで局所的な

電界集中を抑制したことの２点の効果によってエッジブレ

ークダウンを抑制し，ガードリングを設けない当社独自の

ガードリングフリー構造を形成し広いエリアにわたる

APDを実現している。増倍層の電界強度はエピタキシャ

ル成長層の不純物濃度によって制御され，p型領域の深さ

がばらついても増倍特性への影響は小さい。素子の表面は

表面保護膜で覆っている。

2. 2 素 子 特 性

図５は試作したAPDアレー素子の代表的な電流－電圧

特性を示している。ブレークダウン電圧Vbr＝43.0V，暗

電流370nA（＠V＝0.9Vbr），受光感度1.0A/Wの特性を得

た。本稿で述べるAPDアレーは構造上ガードリングを形

成していないが，エッジブレークダウンは見られず，良好

な特性が得られた。また，最大増倍率は67と十分な値を得

た。図６はAPDアレー素子の暗電流の分布を示している。

暗電流はおおむね一定であり，均一なアレーになっている

と考えられる。図７はAPDアレー素子の帯域を示してい

る。帯域は増倍率を変化させながら測定した。fT，fCR，fava

はそれぞれ，空乏層のキャリア走行時間，CR時定数，増

倍層における増倍時間によって決まる帯域の計算値を示し

ている。帯域はCR時定数によって制限されていることが

分かる。帯域は増倍率3～30の範囲でほぼ一定であり，

１GHzであった。これは今回の３Dレーザセンサ用途とし

ては十分なリアルタイム性を実現する応答速度である。

図８はAPDアレー素子の面内感度分布の代表例を示し

ている。最もエッジブレークダウンが起こりやすい受光領

域端部の面内感度分布を抜き出して示したものである。分
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図３．InP－APDの断面構造の例
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図４．AlInAs－APDアレー素子の断面構造
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布の中央に谷が存在するのは，受光領域の中央を通るアノ

ード電極の影になっているためである。エッジブレークダ

ウンなどの異状は見られず，均一な受光感度分布が得られ

ることを確認した。主要な特性について表１にまとめた。

3．む　す　び

大面積・高感度を特長とするAlInAs－APDアレー素子

について述べた。アイセーフ波長である1.5µm帯で高い感

度を持つInGaAsを光吸収層として用い，AlInAsを増倍層

として用いた。複数のAPDを一次元アレー状に集積する

ことによって，１つ１つのAPD素子の容量を低減しつつ

受光領域の面積を大きくし，応答速度と十分な受光面積を

両立できるようにした。受光領域内で均一な受光感度を得

るため，拡散領域と増倍層の間に挿入した電界緩和層に

よって電界集中を抑制するSAM構造を適用し，ガードリ

ングを設けることなくエッジブレークダウンを抑制できる

構造とした。これらの結果，大面積APDアレー素子で，

APDの基本動作を確認するとともに均一な受光特性を得

た。
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図６．AlInAs－APDアレー素子の暗電流（印加電圧V＝0.9Vbr）

アレー位置

500

400

300

200

100

0

暗
電
流
＠
V
＝
0
.9
V
b
r（
n
A
）

N=32

図７．AlInAs－APDアレー素子の帯域
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図８．AlInAs－APDアレー素子の面内感度分布（M＝10）
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項目 特性値

ブレークダウン電圧Vbr（V） 43.0

暗電流（V＝0.9Vbr）（nA） 370

受光感度（A/W） 1.0

－3dB帯域（M＝10）（GHz） 1.0

最大増倍率 67

表１．AlInAs－APDアレー素子の主要な特性

図５．AlInAs－APDアレー素子の電流－電圧特性
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